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沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録＜第２号＞ 

 

 

開会の日時 

 

年月日  令和７年７月９日 水曜日 

開 会  午前10時０分 

散 会  午後２時40分 

 

 

場 所 

 

第７委員会室 

 

 

議 題 

 

１ 陳情令和６年第52号外19件 

２ 閉会中継続審査・調査について 

 

 

出 席 委 員 

 

委  員  長  當 間 盛 夫 

副 委 員 長  下 地 康 教 

委   員  新 里   匠 

委   員  新 垣 淑 豊 

委   員  仲 村 家 治 

委   員  大 浜 一 郎 

委   員  座 波   一 

委   員  幸 喜   愛 

委   員  山 里 将 雄 

委   員  喜友名 智 子 

委   員  糸 数 昌 洋 

委   員  瀬 長 美佐雄 
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委   員  瑞慶覧 長 風 

 

 

欠 席 委 員 

 

       なし 

 

 

説明した者の職・氏名 

 

総 務 部 総 務 統 括 監  屋 我 はづき 

 総 務 部 総 務 私 学 課 長  松 堂 徳 明 

企 画 部 長  武 田   真 

 交 通 政 策 課 長  平 良 秀 春 

 交 通 政 策 課 公 共 交 通 推 進 室 長  仲 吉 朝 尚 

 交 通 政 策 課 副 参 事  金 城 幸 樹 

 交 通 政 策 課 班 長  新 城 裕 也 

 情 報 基 盤 整 備 課 長  大 嶺   寛 

 地 域 ・ 離 島 課 長  島 袋 秀 樹 

 環 境 部 環 境 整 備 課 長  與那嶺 正 人 

 保健医療介護部薬務生活衛生課班長  津 波 昭 史 

 農 林 水 産 部 農 政 企 画 統 括 監  久保田   圭 

 農 林 水 産 部 総 務 課 長  長 嶺 元 裕 

 農 林 水 産 部 流 通 ・ 加 工 推 進 課 長  島 袋 直 樹 

 農 林 水 産 部 畜 産 課 長  真喜志   修 

 土 木 建 築 部 建 築 都 市 統 括 監  金 城 新 吾 

 土 木 建 築 部 海 岸 防 災 課 長  又 吉 一 誠 

 土木建築部都市計画・モノレール課班長  與 儀 克 明 

 教 育 庁 教 育 支 援 課 長  大 城   司 

 教 育 庁 保 健 体 育 課 長  遠 越   学 

 

 

○當間盛夫委員長 ただいまから、沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員

会を開会いたします。 

 本日の説明員として、企画部長外関係部長等の出席を求めております。 
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 まず初めに、鉄軌道を含む公共交通ネットワークの整備拡充に関することに

係る陳情令和６年第52号外11件を議題といたします。 

 ただいまの陳情について、企画部長の説明を求めます。 

 武田真企画部長。 

 

○武田真企画部長 それでは、企画部関係の陳情処理概要について、御説明い

たします。 

 説明資料の２ページ陳情一覧表を御覧ください。 

 企画部関係の陳情は、継続陳情が８件、新規陳情が４件となっております。 

 継続陳情のうち方針の変更があった箇所及び新規陳情について、御説明させ

ていただきます。 

 初めに、12ページをお願いいたします。 

 陳情第198号都市モノレール網の拡充整備に関する陳情の記１について、御

説明いたします。 

 処理概要の欄の18行目を御覧ください。   

 また、令和６年度から令和７年度にかけて、新たに古島駅やてだこ浦西駅か

ら、普天間方面への導入可能性調査を実施しているところです。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 陳情第18号沖縄バス系統番号77番（名護東線）減便及びルート変更に係る

緊急支援を求める陳情の記１について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の17行目を御覧ください。 

 県では、沖縄バス系統番号77番（名護東線）の減便等に対する緊急的な対

策として、うるま市の安慶名バス停から東海岸地域を経由し、名護バスターミ

ナルを結ぶルートにおいて、平日の夜間１往復でバスの運行を令和７年３月末

まで行いました。 

 令和７年４月以降は、県、名護市、うるま市、金武町、宜野座村が連携し、

平日の夜間１往復でバスの運行を行っております。 

 15ページをお開きください。 

 記２、３について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の12行目を御覧ください。 

 今後、同協議会においては、名護東線の維持や令和８年以降の夜間の移動手

段の確保、地域公共交通の充実化等に向けて協議することとしております。 

 次に新規陳情について、御説明いたします。 

 16ページをお開きください。 

 陳情第56号先島諸島内及び先島諸島－那覇間の航空路線に対する離島割引
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の適用拡充を求める陳情について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の５行目を御覧ください。 

 県では、定住条件の整備を図る上で、離島住民の交通コストの負担を軽減す

ることは重要と考えております。 

 このため県では、沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業において、航路で

は３割から７割、航空路では約４割の運賃低減を図っております。 

 本事業の支援拡充については、必要となる予算規模等を勘案しながら、検討

を進めていく必要があると考えております。 

 次に17ページをお開きください。 

 陳情第68号の２公共交通機関の充実を求める陳情について、御説明いたし

ます。 

 18ページをお願いいたします。 

 記１について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の３行目を御覧ください。 

 県では、圏域毎に、地域の実情を踏まえた公共交通の在り方について、市町

村及び交通事業者等で構成する圏域別市町村連携交通会議において検討するこ

ととしております。 

 市町村のコミュニティーバスとの連携については、同会議において検討を進

めてまいります。 

 次に記２、３について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の10行目を御覧ください。 

 県では、国、県関係部局、市町村、交通事業者及び公共交通利用者等で構成

する沖縄県地域公共交通協議会での協議を経て、沖縄県地域公共交通計画を策

定し、基幹バスシステムの導入促進、生活バス路線への欠損補助、ノンステッ

プバスの導入及びバス停整備、運転手確保のための支援等の取組を実施してお

ります。 

 快適で利用しやすいバス停周辺環境の整備を含め、さらなる利便性の高い公

共交通環境整備に向けては、様々な意見を踏まえながら、同協議会において幅

広く検討してまいります。 

 19ページをお願いいたします。 

 陳情第71号の５令和７年度離島・過疎地域振興に関する要望事項に関する

陳情の記３について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の４行目を御覧ください。 

 こちらの処理概要は、先ほど御説明した16ページの陳情第56号の処理概要

と同じ内容となっておりますので、説明は割愛させていただきます。 
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 20ページをお開きください。 

 陳情第101号就航予定の超高速船ジェットフォイルの鯨との衝突回避に関す

る陳情について、御説明いたします。 

 21ページをお開きください。 

 記１、２について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の１行目を御覧ください。 

 県としては、県内の航路運航においては安全確保が重要であると考えており

ます。 

 そのため、県内におけるジェットフォイルの運航に当たっては、航路事業者

や船の安全審査及び指導監督を行う国に対し、安全な運航となるよう申し入れ

ているところです。引き続き、国及び航路事業者に対し、運航の安全確保を申

し入れてまいります。 

 企画部関係の説明は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○當間盛夫委員長 企画部長等の説明は終わりました。 

 これより、各陳情に対する質疑を行います。 

 なお、質疑に際しては、委員自らタブレットの発表者となり、陳情番号を述

べた上で該当するページを表示し、質疑を行うよう御協力をお願いいたしま

す。 

 また、質疑・答弁に際しては、挙手により委員長の許可を得てから行い、重

複することがないよう簡潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運営

が図られるよう御協力をお願いいたします。 

 質疑はありませんか。 

  新里匠委員。  

 

○新里匠委員 よろしくお願いします。 

 19ページ、離島・過疎地域振興に関する要望事項に関する陳情というとこ

ろで、この陳情なんですけれども。例えば私、宮古なんですけれども、宮古か

ら多良間に行く場合は、この離島割引は適応しないという部分であると思うん

ですけれども。 

 ただ、例えば石垣に行きました、そこから那覇に行くというときには、やは

りその離島割がそこでも適用されないんですけれども、結構その運賃って高く

て、やはり那覇に出るっていうところの離島割っていうところで適用されてい

ると思うので、宮古から多良間はできないとしても、石垣に行った際の那覇に



沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録 

- 6 - 
R7.07.09-02 

行く場合は適用されてもいいんじゃないかなって思ったんですね。なので、そ

こについて、やはりいま一度再考する必要があると思うんですけれども、いか

がでしょうか。 

 

○金城幸樹交通政策課副参事 今、定住関係で、定住するところからの那覇、

あとは県外への移動とか、そういった部分については交通コスト負担軽減の対

象となっているんですけれども、それ以外の地域への移動、自分が住んでいる

ところからの移動以外の拡充は、今、内閣府のほうとは調整をさせていただい

ているんですけれども、まだはっきりとした了解は得られていないという状況

になっております。今後も必要性を含めて調整していきたいというふうに考え

ております。 

 以上です。 

 

○新里匠委員 本土では、やはり飛行機よりも安い電車とかの公共交通が準備

されている維持されているということを考えると、やはりその定住という部分

を考えても、今、八重山と宮古を一圏域として扱うということはやはり需要も

大きいと思うし、それによって定住が促進されるという部分はあると思うの

で、粘り強くそこは要請をお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 大浜一郎委員。 

 

○大浜一郎委員 よろしくお願いします。 

 今、新里委員から御質問がありましたけれども 16ページと19ページ。多

分、同じような内容もあろうかというふうに思いますけれど。今の答弁では予

算規模だけの問題なのか、それとも、これは国の制度になってしまったわけだ

けれども、どういうことが検討すべき課題として抽出されているかというとこ

ろがちょっと見えないので、その点はどう整理していますか。 

 

○平良秀春交通政策課長 今委員から御指摘ありましたとおり、今年度からこ

の事業につきましては、内閣府の補助事業として実施させていただいていると

ころでございます。各市町村もしくは各種、各方面からのいろいろな御意見、

御要望もありますので、内閣府とは今年に入りまして１月と６月に定期的に意

見交換させていただいているところでございます。 
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 今回の陳情に関しましては、平成24年もしくはその前の実証的な事業等に

つくった制度設計の当初の考え方から、結構大きな転換になるところもありま

して、今、おっしゃるとおり、国、内閣府の財政当局と直接協議する段階でご

ざいます。基本的にはしっかりこの交通コスト事業を維持していこうというと

ころは共有しているところですけれども、新たな大きな方向の転換等につきま

しては、内閣府のほうにもお伝えはしているところですけれども、彼らのほう

も慎重に検討していると。そこは当然、御指摘のとおり、予算規模の話も含め

て検討している状況と聞いております。 

 以上でございます。 

 

○大浜一郎委員 だから、それは分かるんですよ。なので、この制度設計の根

幹が住民等の割引、そちらに住んでいる人が移動することに基点を置いた制度

設計になっているんだろうと思うんですよね。もともとの制度の根幹、要する

に理念があるでしょう。特に沖縄県は島しょ県だからこそ、そういった理念の

拡充をするという考え方も新たな課題として、新しい国の制度設計の中に入れ

込む要求をして、こちらは生活圏なんですよということを、しっかり理念とし

て中に入れ込むという作業を課題のポイントとしてやっていかないといけない

んだろうというふうに思います。 

 21世紀ビジョンにおいても、基本的なユニバーサルサービスがどうできる

かということは非常に21世紀ビジョンの根幹ですし、離島の振興なくして沖

縄の振興はないという、これはもうお互いの哲学みたいなもんですよ。だから

その具現化をどのようにしていくかというところでは、その制度の根幹となる

理念の拡充をね、皆さん方がきちっと説得できるようにしていかないと。来年

度は、少し実験してみようかというような形まで持っていかないといけないの

ではないかなと思うんですよ。８月まで間に合うかどうか分からないが、ちょ

っと８月出口をイメージして、ただし、11月までに決定ぐらいのところまで

の形に持っていけないかなと思っているんですよ。その点はどうですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 先ほど申し上げた話につきましては、今、内閣府と

協議しているところで１つポイントになっているところという観点でお話しさ

せていただきましたけれども。 

 当然、沖縄県としては地域の実情等を踏まえ、委員の御指摘のあった内容、

考え方等も含めて、より事業が使いやすい、住民の方々が活用しやすい制度に

なるように、粘り強く内閣府ともしっかり意見交換、協議していければと思っ

ているところでございます。引き続き頑張って調整していきたいと思います。 
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 以上です。 

 

○大浜一郎委員 これから沖振法の見直しもあったり、もしくは特に離島の地

域のことに配慮しなさいという文言が落とし込まれたんですよ。であるなら

ば、それを自らコミットしているわけだから、しっかりと理念の拡充をして、

自分たちがコミットしたことに対して具現化をしていくというのは彼らにも責

務があるし、もちろんこっち側が要望しなければいけないので、その点はしっ

かりやってもらいたいと思うんですけれど。これ部長、ちょっと答弁いただけ

ませんか。 

 

○武田真企画部長 離島住民等交通コスト負担事業、これは10年以上やって

きた事業で、やはりその予算規模、利用者の数についてコロナ禍は別として右

肩上がりという状況で行くと、離島住民の方にはもう根づいてきた補助事業だ

と思っております。根づいてくるとさらにサービスを求める。さらには安定性

を求める。その両面を担いながら必要な制度をさらに必要不可欠なものになる

ように、我々も内閣府と調整してよりサービスの拡充に向けて取り組んでまい

りたいと思います。 

 

○大浜一郎委員 そうなんですよ。これね、国もやめられないなと。これ沖振

法の中でくくっていたら、沖振法が仮に大胆な見直しがあったりするときに、

これはもたないなと。不利性解消事業と一緒でこれはやらなければならない。

続けなければならないという考え方が僕は当然あったと思うんですよ。ですの

で、課題のポイントを絞って、ぜひ要望をしっかりしてもらいたいなと。僕は

あまり検討っていう言葉が好きじゃなくてね。何をどうするのということをや

っぱりやらないと議論になっていかないので、部長、この辺よろしくお願いし

ますね。 

 それともう一点、12ページのモノレール延伸なんですけれど。この前、新

聞報道によると、鉄軌道の延伸はなかなか難しい。流動人口や交流人口を入れ

てもなかなか難しいと。もう以前と比べて建設のコストアップとか、間接経費

が物すごく上がってきて、ビー・バイ・シーを見てもなかなか難しいというよ

うな話がありました。そうなってくると、このモノレールの延伸、もう少し延

ばしていこうということも、単黒になったような報道もありましたけれど、今

の経営状態、基本的にベース上はもうかなり厳しい内容であるということであ

りますので、延伸の可能性というか、整備方針みたいなものはイメージとして

実際にあるんでしょうか。 
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○仲吉朝尚交通政策課公共交通推進室長 昨今、国のほうからもこの鉄軌道の

調査については調査結果が出て、まだビー・バイ・シーなどの課題があるとい

うところもありまして、それに係るモノレールの延伸というところなんですけ

れども。我々としては、モノレールの延伸についての整備方針というところま

ではまだ確定はしておりません。 

 ただ、その延伸の可能性というところで、昨年度から今年度にかけて、普天

間地区への延伸の可能性調査を実施しているところであります。 

 

○大浜一郎委員 それは、普天間までは取りあえず延ばしていこうということ

での具体的な検討をしているということですか。 

 

○仲吉朝尚交通政策課公共交通推進室長 モノレールの延伸については平成

30年度及び令和３年度において、糸満方面や与那原方面への可能性調査をし

てきております。 

 今回、西普天間地区の返還もありまして、そこへの延伸可能性というのが大

きくあるのではないかということで、我々としては普天間の可能性についても

改めて調査しようというところで、昨年度から今年度にかけて導入調査をして

いるところです。 

 

○大浜一郎委員 これ、多分当時検討をしていたときのコスト状況と今のコス

ト状況では大分変わってきてしまっていて、距離の感覚はちょっと分かりませ

んけれど、例えば100メーター幾らぐらいかかったとか、コン柱が１本幾らだ

ったのかっていうのを当時と比べて、これから整備していこうと。今現在のコ

ストで勘案してみると、当時と今とでは、整備に対してどれぐらいのコストが

かかるのか――要するに何ていうかな、ネックになっているのかという計算み

たいなものができていますか。 

 

○仲吉朝尚交通政策課公共交通推進室長 その整備費用に関しても、今回の導

入調査で、どれぐらいのコストの増加があったかというところも併せて調査し

ていきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 これは最前提になるんでしょうね。これをベースにしないと

例えば乗降客の数字を当て込んでもなかなか難しい。また経営するとなってく
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ると、バランスシートに影響が出るわけだしなかなか大変ですよね。だから、

そこも考えてしっかりやっていかなきゃいけないんだけれども、これをどう説

得していくかというのはなかなか大変な面がありますよね。しかも、ハード交

付金が今のような厳しい状況の中ではなかなか難しい。ハード交付金のほとん

どがモノレールに集中的に予算化されたもんだから、各種道路整備においても

各地の道路整備が随分遅れたわけですよ。石垣の空港線もしかり。南部のほう

の道路整備もしかり。だからその辺のところで、まずハード交付金をどうして

いくかというようなところをしっかりと皆さんに汗かいてもらわないと、我々

も汗かけないので、しっかりと汗をかいていただいて。こういうふうな交通の

利便性と輸送力をどうしていくかというのは、当然、内閣府も知っているの

で、まずそのためには予算の問題。そして、あとは皆さんのイメージの具体性

の問題。その辺のところ、しっかりと膝詰めの議論をしてほしいと思っている

んですけれど。この辺、部長、どういうふうにお考えですか。 

 

○武田真企画部長 モノレールの延伸につきましては、今先ほど交通政策課の

ほうからも御案内したとおり、去年から普天間方向に向けて調査をやっている

ところです。今、まだ構想段階というか、可能性調査の段階ですので、基本的

にはビー・バイ・シーがどういうふうになるのか。それからバランスシートと

いいましょうか、走らせてみたら経営にどういったインパクトを与えるかとい

う収益性の問題ですね。乗降客の状況、そういったものも調査しながら行って

いくと。その際には、昨年度やったパーソントリップとかそういったものも踏

まえながら、その可能性について調査していきたい。その結果については、先

ほど御案内したように、内閣府と膝詰めといいましょうか、意見交換をしなが

ら、できれば事業化に向けた取組にも着手していきたいというふうに考えてい

ます。 

 

○大浜一郎委員 できるだけ着手じゃなくて着手しましょう。僕、検討とか、

そういうかもしれないとか好きじゃないので、やるか、やらないか。よろしく

お願いします。 

 以上です。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 座波一委員。 

 

○座波一委員 関連しますが、この都市モノレールの延伸の計画は、今回初め
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て普天間方向へというような話がありました。これはその計画という点ではい

いと思いますけれど、那覇市も都市モノレール計画があるかと思うんですけれ

ど。その辺の情報共有というか、連携というのは視野に入れていますか。 

 

○平良秀春交通政策課長 那覇市にも交通政策の部局もありますので、那覇市

のほうとは定期的に意見交換等をしているところでございますし、那覇市の中

にも官民の協議会等ありまして、我々もメンバーに入っていますので、その中

で、那覇市の交通政策等の話については県のほうからも意見を言ったりすり合

わせをしたりしながら取り組んでいるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○座波一委員 まさに那覇市はＬＲＴだと思いますけれど、モノレールは県の

計画といえども那覇を通るわけだから、その区間においては、ＬＲＴでいこう

かとか、あるいは、都市モノレールはどこらどうしようかというような連携と

いうのは出てくるわけで、ここら辺が重要だということで言っているわけで

す。さらには、ＧＷ2050という構想が出ているということも十分に視野に入

れないと。普天間までというのがこの構想の中の合致した点でありますので、

それを具現化していくという中で非常に重要な時期に来ていると思います。今

日の陳情の中では沖縄振興計画法、沖振法関係の陳情はないんですけれども、

いかにそこに入れていくのか。あるいはそういった年度、年度の計画。骨太の

ほうに入って来ていますから、そこら辺沖縄の鉄軌道という点ではまだ文字が

見えていないんですよね。そこはどう考えていますか。 

 

○武田真企画部長 那覇市のＬＲＴ計画に関連しては、県も関わっているとい

う形で先ほど御答弁をさせていただきましたが、那覇市が計画している中で整

備するのであれば、その周辺市町村も含む広域的なフィーダー交通、それもセ

ットで考えないといけないという形で我々の意見を具申しているところです。

引き続き、那覇市とそういう形で意見交換をしていきたいと考えています。 

 

○座波一委員 那覇市との連携が、ぜひ必要だという認識でお願いします。そ

してこの沖縄県の混雑状態ですね。これはますます悪化しているとしか言いよ

うがない。今、バスなど公共交通の問題とか試験的に取り組んでいる。いろい

ろ策は講じているとは言っても、はっきり言って無策であると。全く無策で

す。どんどんどんどん悪化しているじゃないか。 

 しかも、一方ではレンタカーが増えて、さらに状態は悪い。どのようにこれ
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を解決するのかという方向性はまだ見えていないんですかね。私は前から言っ

ているとおり、こういった問題というのは鉄鉄道で一気に解決することはあり

えないから。これは長期的な構想ですよ。短期、中期、長期で整理して、短期

的にはどうするというのは明確にしないと全く無策にしか見えないですよ、部

長。どうですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 委員がおっしゃるとおり、鉄軌道は非常に沖縄の交

通網の再編という観点が重要だと思います。やはり御指摘のとおり、中長期的

な取組になってくると。実際、目の前では、中南部を中心に交通渋滞が非常に

厳しい状況でございます。 

 交通渋滞緩和としては、また道路的なアプローチ等もあるかと思いますけれ

ども、交通政策課ですね、公共交通の観点から申し上げますとやはり利用促進

を進めていくということと、当然、利用促進をするに当たっての利便性向上と

いうのを図って、これはもう重要だし、不可欠だと思っているところでござい

ます。バスの利用者数等につきましては、御承知のとおり、徐々に減ってきて

いる傾向はございます。例えば議会の中でも御紹介している基幹バスについ

て、那覇からコザまで朝夕ではございますけれども、バスレーンと組み合わせ

て定時性、速達性を確保した取組というのを進めると、この基幹バスシステム

だけじゃなくて、このエリアについては利用者が増えてくるっていうところが

ございます。これはやはり利便性を確保する、定時性、速達性を確保すると利

用は増えていく。こういった取組をやはりしっかりと進めていくというところ

が、まず今我々としては重要かと。 

 一方で、それを支えるバスの運転手不足も課題になっておりますので、こち

らも併せて取り組んでいくと。両輪で進めていきながら利便性を確保しつつ、

市町村等とも連携しながら利用者数を増やしていくといった取組を進めていき

たいと考えているとこでございます。 

 以上です。 

 

○座波一委員 バスのこういった整備というか計画の遅れに、今、この人材不

足を言っては駄目ですよ。分かる、これも分かる。だけど、根本的にこの沖縄

の交通渋滞を解決しなければいけないのは、公共交通であるバスをまず整備し

ないといけない。これ人材も含めて整備をちゃんとやるように持っていかない

といけないですよ。今、こんな問題を言ったら、やる気がないとしか言えない

よ。本当にこれは公共交通の中でバスのために道路を整備するぐらいの、それ

くらいの抜本的な発想を持たないといけないんですよ。今ある道路を使ってバ
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スを大量輸送、定時輸送しようというのは無理な話だから。バスを通すため

に、バスの駅も含めて、いかに整備するかということを考えないと。何でこん

なことができないのかなと非常に不思議なんですよ。そこを私は本当に言いた

い。これまでは、鉄軌道がいずれできるから、期待して待っておくという何か

ほんわりしたような感じのね、県民もそういう感覚しかなかった。皆さんもフ

ィーダー交通の位置づけで鉄軌道のモノレール等々を整備していきます、期待

していますとこればっかり言っていた。だけど期待どおりにいっていないし、

全く見えてこない。いつまでもこのようなことを言っては駄目です。これ、公

共交通機関としてのバスをいかに通すか。もうそれしかないでしょう。だか

ら、そのために先進地も見てきて我々が聞いたのは、多少の赤字はやむを得な

いと。これだけの人間を運ぶためには、公共交通が赤字を出してもこれは当然

なんだと。経済のためにはそれでいいというふうな認識の下で、バス、公共交

通を支援しないといけないんですよということを言いたいんです。部長、その

辺についてどうですか。 

 

○武田真企画部長 交通渋滞の問題を踏まえてバス利用者が減少しているとこ

ろで、昨年は無料実証実験をやったり、今年は半額のモニター事業をやろうと

かという形で、何とかバス利用転換を促すような取組を我々もやってきている

ところです。なかなかうまくいっているところと、うまくいっていないところ

があるんですが。一方で今年度、次世代交通ビジョンという形で戦後100年を

見据えた形の新たな計画を策定することとしています。その策定の過程では、

多くの県民から声を聞くんですが、特に今後20年、30年先の利用者の声とい

う意味で若手の方、特に若い方の声を反映させるような計画づくりをやってい

こうと。その人たちが利用するし、逆に負担もしていただけるという形になっ

てきますので、そういった声を踏まえながら、またどういった公共交通をやっ

ていこうかということを県民とも議論していきたいと考えています。 

 

○座波一委員 ぜひともこのバスのね、さっき申し上げたバスをいかにスムー

ズにするか、道路網の整備も含めて土木部とも横断的に人流、物流をスムーズ

にする取組をやるのが公共の役目だと思いますから。これマイカーのための整

備はやっているけれど、バスのための整備っていうのはできていないんです

よ。それなのにバス交通を活性化したいと言っても、バスがどうにもならんよ

うな状態に来ているから、ぜひお願いします。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 
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 瑞慶覧長風委員。 

 

○瑞慶覧長風委員 よろしくお願いいたします。 

 今のちょっと関連するところで、６ページの陳情第64号に関して伺いたい

と思います。次世代交通ビジョンおきなわについて、代表質問でも質問させて

いただいたんですけれども、県民であったり、市町村、業界の方々など、改め

てどのような方々が関わって、このビジョンがつくられていくのか伺います。 

 

○仲吉朝尚交通政策課公共交通推進室長 今年度から策定に取りかかることと

しております次世代交通ビジョンおきなわなんですけれども、こちらに関しま

しては広く県民の意見を収集しながら、今後の交通のあるべき将来像というの

をつくり上げていきたいというところもあります。県民の意見であったり、特

に若者の意見を拾いながらこういったものを広くやるためのＰＩ事業を実施し

たり、庁内でも企画部だけではなく、土木、福祉、教育庁など関係部局を絡め

ながら、また国のリ・デザインの取組における関係者というか、ステークホル

ダーの方々との連携をしながら、いろんな意見を取り上げながらやっていこう

ということで考えております。 

 

○瑞慶覧長風委員 市町村であったり、公共交通の業界の方々との関わりにつ

いて伺います。 

 

○仲吉朝尚交通政策課公共交通推進室長 既存の交通の協議会などもございま

すので、そういったところでも交通事業者の方であったり、市町村の方々から

御意見を伺いながら、このビジョンというのをつくり上げていきたいと考えて

おります。 

 

○瑞慶覧長風委員 県民への意見聴取も含めて、どのようなスケジュールで行

われていくか伺います。 

 

○仲吉朝尚交通政策課公共交通推進室長 ビジョンについては、先に交通の将

来像をつくり上げて、それから今の現状とのギャップに対する課題とかを導き

出すということにはなっているんですけれども、そういった取組の中でスケジ

ュール的には恐らく２年ぐらいはかかるだろうと。来年度ぐらいの策定を目指

して、取り組んでいるところであります。 

 まず、その将来像をつくり上げるということで、今年度早々、夏あたりから
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ＰＩなどを実施しながら、県民の意見聴取をしていきたいと考えております。 

 

○瑞慶覧長風委員 ありがとうございます。 

 このビジョンを今後どのように計画に落とし込んでいかれるのか。そして、

またそれを県民に分かるようにしっかり絵を描かれるのか。その辺りの見解を

伺います。 

 

○平良秀春交通政策課長 御指摘のとおり、県民に分かりやすい絵をしっかり

描く。これがまず重要だろうと思って、しっかり取り組みたいと思っていると

ころでございます。こういったものを取りまとめながら、ちょうど来年度であ

れば、県の沖縄21世紀ビジョン基本計画の後期計画も始まりますので、そう

いった見直し作業へのアプローチっていうのも当然考えられますし、このタイ

ミングで関係部局の様々な計画もいろいろ改定がございますので、そういった

ところにつなげていきたいとそういうふうに考えているところでございます。 

 

○瑞慶覧長風委員 ありがとうございます。 

 この中南部の大きな交通課題に対しての大変大きなビジョンになるのかなと

思いますので、計画に落とし込んでそこに対してしっかり予算をつけていく。

県民が実感できるように一つ一つ進めて、公共交通の拡充について努めていた

だければなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に18ページの新規の陳情第68号についてお伺いいたします。バス停の屋

根設置に関してですけれども、今、その整備推進について県の方針というのは

ありますでしょうか、伺います。 

 

○新城裕也交通政策課班長 お答えいたします。 

 現在、バス停の上屋の設置ですけれども、我々定めております地域公共交通

計画の中でも利用しやすいバス停環境の整備ということで、バス停の上屋も含

めて整備を推進していくこととしております。 

 バス停の上屋の整備主体につきましては、まずバスの事業者が、バス利用者

の利便性向上を図るために道路占用の許可を受けて設置したり、あとは道路管

理者が道路の附属物として設置整備する。また市町村や民間事業者が、そのサ

ービス向上のために設置するっていうのが主なパターンになっているんですけ

れども、その中で県におきましても、やはりバスの利便性向上のために、バス

協会が実施するバス停の上屋の整備に対して今まで支援などを行ってきている

ところでございます。 
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 我々としましては、バス協会やバス事業者と連携しながらバス停の上屋の整

備について、今後も推進していきたいと思っているところでございます。 

 ただ、我々もこの財源の確保とかいろいろありますし、あと整備主体の整理

とかもございますので、関係者と意見交換をしながら利用環境の整備に向けて

取り組んでいきたいと考えているところでございます。 

 

○瑞慶覧長風委員 ありがとうございます。 

 今、おっしゃっていただいたんですけれども、県道に係る部分について、県

として上屋の設置の予算づけが一応できるという仕組みが、今あるということ

でよろしいでしょうか。 

 

○新城裕也交通政策課班長 予算に関しましては、例えば我々バス協会に対し

て運輸振興助成金というものを交付していたりとか、あと今年度ではないんで

すけれども、過去ですとソフト交付金を活用してバス協会が整備するバス停上

屋の支援などを行っていたところでございます。どういった財源がどういうふ

うに使えるかというところもバス協会やバス事業者などと調整しながら整備を

進めていきたいと考えているところでございます。 

 

○瑞慶覧長風委員 例えば那覇市などは、政策的にこの上屋設置を進めている

ということも伺っていたりするんですけれども。都市じゃない観光地、例えば

南城市では観光地であってもバス停の上屋がないし、ベンチもないし、暑い

中、観光客が傘をさしながら長蛇の列で待っていたり、地べたに座っている利

用者の方々であったり、そういったことが多く見受けられます。その辺りは、

観光立県としてもしっかりこの上屋の設置というのは最低限の設備として、公

共交通体制の拡充としても進めていただきたいなというふうに思いますので、

市町村、業界と連携しながら、予算もつけられるような形をつくって進めてい

ただければと思います。最後に、またその辺りの見解をいただければ、お願い

します。 

 

○平良秀春交通政策課長 ありがとうございます。 

 先ほどの答弁の中でも道路管理者が整備する部分とか、バス業界が整備する

部分とか、いろいろなバス停の箇所箇所でちょっと考え方があるんですけれど

も、国のそういった道路管理者、もしくは県の土木関係の道路管理者も入った

地域公共交通協議会の中で、やっぱり上屋というのは必要だろうということで

計画の中でも位置づけて整備することとしていると。おっしゃるとおり、それ
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を支える財源ということについては、我々としてもしっかり国のほうに要望し

ていく必要があるだろうと考えておりますので、御意見を踏まえながらしっか

り取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 仲村家治委員。  

 

○仲村家治委員 14ページの名護市、うるま市のバスの件なんですけれど。

夜間１往復ということなんですけれども、この時間帯を教えてもらえますか。 

 

○平良秀春交通政策課長 大体の目安でございますけれども、大体９時前後。

９時から10時の間に名護発でうるま市に行って、うるま市から名護に戻って

来るとそういうような大まかなスケジュールで動いていると認識しておりま

す。 

 

○仲村家治委員 以前、部活をやっている高校生たちの帰宅する時間帯にバス

がないような話があったんですけれど、それは解消されていますか。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的に、夕方から夜にかけて沖縄バスの便がなく

なったというところもあって、沖縄バスがもともとやっていた最終便の時間帯

に合わせて、今、目安に動かしているところでございます。市町村と意見交換

する中でも、取りこぼしはないように最終便ということでこの時間帯も協議し

ながら進めたところでございますので、一定程度、目的は達成しているのかな

と認識しているところでございます。          

 

○仲村家治委員 明確に部活をやっている生徒たちには、不便をかけていない

という理解でいいですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 もともともう少し便があったので、きめ細かく移動

するということであれば、やはり影響は出ているとは思います。やはり今年の

１月に夕方から夜にかけてバスがなくなるといったときに、県立高校の方々も

大変心配されたというところがあって、便がなくなるっていうところから、ま

ずは臨時的に夜動かすというところで対応してきたところでございますので、

そういった意味では移動手段は確保できているところだと思います。ここから
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どれだけ充実させていくかというところについては、県と名護市、うるま市、

金武町、宜野座村、４市町村と協議会を開いておりますので、この中でどうい

った費用負担もあるのかということも含めて、地域公共交通の充実化という観

点で引き続き協議していくということにしているところですので、しっかりと

意見交換、協議をしていきたいと考えております。 

 

○仲村家治委員 続きまして、16ページの陳情第56号なんですけれども。離

島の割引ですけれども、僕が南北大東島とか久米島に行ったときに、この割引

制度が大変助かっているという話があるんですけれども。例えば子や孫が那覇

にも住んでいると。旧盆とか正月の休みに孫たちが来るにはちょっと料金が高

いので、年に２回とか１回でいいんだけれど何か割引制度があれば、帰省しや

すくなるんじゃないかと。そうすると島が活性化するという話があったですけ

れども、この辺っていうのは考えられないですかね。 

 

○平良秀春交通政策課長 ちょっと類似の案件になります。郷友会の方々が、

島に戻るときに割引にならないかってこういった要望も議会の中でもあったり

しました。こういったことも含めて内閣府とは意見交換をしているところでご

ざいますけれども、なかなか最初のお話とちょっとつながりますけれど制度設

計の大本の考え方とか、対象をどこまでにするのか、そういったところで状況

をお伝えしつつも、今、それに対応っていうのはまだ行われていないというと

ころでございます。現状としては今のような状況でございます。 

 

○仲村家治委員 ぜひその辺、子どもの教育上の問題とか、仕事の関係でどう

しても那覇に出ないといけないんだけれども、おじいちゃん、おばあちゃんに

会いに行きたくても料金が高いっていう話があるのでね。ぜひその辺はやっぱ

り１年に１回の帰省とか何らかの形でやることによって、島の祭りとかも活性

化するんですけれどという話があったので。これはただ単に運賃を割引するっ

ていうだけじゃなくて、離島振興としても大変意味があるので、何らかの政策

をやっていただきたい。これはもう部長に答弁してもらいたいんですけれど、

どうですかね。 

 

○武田真企画部長 先ほど交通政策課長からも話があったとおり、郷友会も含

めそういう方々を、その対象にできないかというのは数年前からいろいろ議論

をしているところです。どういった方々がその対象になるのかというところで

どうしてもボーダーラインが出てきて、どういった方々まで対象にすべきだと
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いうところが、議論がまだ煮詰まっていない部分がありますので、そこは委員

がおっしゃるところの交流人口といいましょうか、関係人口といいましょう

か、そういう離島の活性化の観点から何らかの手当ができないか。そこは国と

もまた引き続き協議していきたいと考えています。 

 

○仲村家治委員 大変重要な離島振興になると思うので、ぜひ郷友会、また町

村の首長さんと相談して、全員が帰れない、限定するのが難しいのであれば、

ある程度、郷友会の名簿に準じて枠を決めて割当てて、今年はあなたねとかっ

ていう何かそういうシステムもできると思うのでぜひお願いします。 

 余裕がある方は正規の値段でも買えると思うんだけれども、この辺はぜひお

願いをしたいなと思っています。 

 以上です。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 新垣淑豊委員。 

 

○新垣淑豊委員 まずは８ページ。離島・過疎地域への航空経路なんですけれ

ども。結構、沖縄県内っていうのは、奄美の御出身の方が多くいらっしゃっ

て、沖縄本島から奄美に帰省をしたりとか、逆に奄美から沖縄本島に訪ねてき

たりとかこういったことがなかなか難しいと。理由としては非常に航空運賃が

高いというふうに言われています。これは県をまたぐんですけれども、例えば

こういった奄美といってももともとは琉球地域ということで文化圏的にも近

い。どちらかというと鹿児島よりも沖縄のほうが近いんじゃないかというふう

に言われておりますので、この辺りの交流も含めて、航空運賃の低減とかって

いうのは可能なのかということを教えていただきたいと思います。 

 

○武田真企画部長 ちょっと今手元に資料はないんですが、既に数年前から実

際に交通コスト負担軽減事業みたいなことをやっていまして、かなりの実績も

出ているところです。これ鹿児島県とお互いに費用負担をしながら既に進めて

いるところです。 

 

○新垣淑豊委員 内容的なものっていうのは、分かりますでしょうか。 

 

○武田真企画部長 すみません。ちょっと今手元に資料がないので、後程、資

料のほうをお届けするような形でよろしいでしょうか。 
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○新垣淑豊委員 お願いいたします。 

 ちょっと奄美の御出身の方からそういった声があったもんですから、お伝え

できればと思いました。 

 あと13ページになりますね。先ほど出ていたバスの件なんですけれども。

まず、このバスが減便になっている理由というのを改めてちょっと教えていた

だけないか。 

 

○平良秀春交通政策課長 バスの減便になっている理由ですけれども、この

２年ぐらいが大きな減便が起こっている状況かなと思っております。これにつ

いてはいわゆる2024年問題と言われていますけれども、運転手の方々が残業

等ができないという労働時間の制限というのがあるというのが１点と、併せて

これバスに限らずですけれども、人手不足っていうのが進んでいて、バス事業

者も高齢の運転手が一定数いますので、新たな方々を確保していくというのは

なかなか難しいと。労働時間の制限と、人の確保というところが大きな原因か

なと思っております。 

 

○新垣淑豊委員 沖縄県で取り組んでいる具体的なバス乗務員増加に向けての

施策というのは、どういったものがあるのか教えてください。 

 

○新城裕也交通政策課班長 お答えします。 

 県におきましては、交通事業者運転手確保支援事業というものを行っており

まして、この中で二種免許取得に関する経費の補助を行っております。また、

この事業の中で、例えばバス事業者が人の採用の募集をしたりするときの周知

広報に関する経費、説明会に関する経費など補助しているところでございま

す。 

 

○新垣淑豊委員 今、その交通事業者運転手確保支援事業、この内容というの

はどういった内容になっているんでしょうか。 

 

○新城裕也交通政策課班長 お答えします。 

 バス事業者だけじゃなくてタクシー、あとトラック、また離島航路関係など

のほうも含まれるんですけれども、免許取得に関して費用がかかると。バス、

タクシーで言いますと、二種免許の取得の負担感も人手不足の要因の一つとな

っていると考えられることから、その免許取得に関して補助するような内容に
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なっております。 

 

○新垣淑豊委員 この補助の金額というのは、どういった内容になっています

か。 

 

○平良秀春交通政策課長 まず二種免許の取得に関しては、ちょっと詳細の数

字が手元にないので記憶の世界でございますけれども、経費をバス事業者が採

用した運転手で大型二種免許を取得したら、１人当たり10万ぐらいをめどに

補助金を出すということで、免許を持っていない方々でもバス事業者のほうで

採用して免許を取らせて運転手としていく。そういったところをサポートして

いるっていう状況でございます。 

 

○新垣淑豊委員 結構、県外でもやはり路線バスの維持ができなくなってきて

いるということで、私もちょっといろいろ調べ物をしていたら、福井県の事例

が結構出てきたんですね。福井県の事例ですけれども、最近、６月28日の日

経新聞の地域経済面なんですけれどね。信越経済新潟というところだったんで

すけれども、そこにバス運転手は福井県職員というタイトルで出ておりまし

た。内容は、残業ができなくなったということで、これをどうにか確保しよう

と、早朝の３時間、福井市の職員に公務員の兼業を認めるということ。例え

ば、この職員がフレックス制で、朝の３時間は路線バスの運転手をして、出勤

するのは10時くらいになると。昔、バスの運転手をしたかった、そういった

方がいらっしゃると思うんですよ。そういった方に対して大型免許取得、大体

これ60万ぐらいかかるんですかね。これも全部支援するというような制度に

しているようなので、非常にこれ先進的な取組だなというふうに思っていま

す。沖縄県職員だけでやるというのは多分なかなか難しいと思うんですけれど

も、県が少しこういうものに対して調査、研究をして取組をする。そして、市

町村の職員の方々がこういったことに取り組むと、自分の地域の交通というこ

とについてさらに理解が深まるであろうし、問題解決につながって行くのでは

ないか。実際、公務員の方々は自分の地域を愛していて、自分の地域のために

何かをしたいという方々が多いと思うんですね。そういった取組をしてみては

いかがかなという御提案なんですけれども、この点はどうでしょうか。 

 

○武田真企画部長 大変有益な情報ありがとうございます。 

 早速、６月28日の日経をまず確認して、場合によっては福井県だったり、

福井市のほうに確認して、どういった取組ができるか研究してまいりたいと思
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います。 

 

○新垣淑豊委員 ネットで、福井、バス、県職員と入力したらすぐ出てきま

す。３月にはＮＨＫでもこれ流れているみたいなので、ぜひ観ていただいて調

査していただきたいと思っておりますので、お願いいたします。 

 なお、バスの運転手さんに対しては、会社が月３％以上の賃上げを条件とし

ているけれども、福井県が20万円の補助を出しています。ということは、年

間で大体30万円ぐらいの収入増になるということで、これくらい手厚くして

いるんですよね。先ほど、座波委員や仲村委員からもありましたけれど、どう

すれば交通手段を確保できるのか、維持できるのかということについて、ぜひ

ここは具体的に研究をしていただきたいなと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。 

 次、最後ですけれども18ページですね。この18ページの円滑なバスの乗り

入れ、乗り継ぎなどというところで、市町村間の連携が取れたコミュニティー

バスの活用ということなんですけれど。私も結構バスに乗るんですよ。夜、ち

ょっと酒席に行くときには自転車、レンタルサイクルで行ったりとかバスで行

ったりとかするんですけれど。私の家の前を通るバスは１日４本しかないもの

ですから、ちょっとタイミングを逃すと乗車が難しいんですけれども、例えば

私の自宅から市内の小禄まで行くとします。そうすると必ずバスを乗り継がな

ければいけない状況になります。そうすると片道で520円かかるわけですね。

それが往復となると1000円以上かかるわけです。例えば海外の事例とかで考

えると時間制で、例えば１時間半はこの金額ですよということを設定すると

か。今はもうＩＣを使っていますのでこの距離というものもありますけれど

も、時間というところで取組ができるのではないかというふうに思っているん

ですけれど。その点については何か考えたことがあるのかとか教えていただき

たいんですけれども。 

 

○平良秀春交通政策課長 今、御指摘のとおり、キャッシュレスも導入されて

きていますので、例えばキャッシュレスと現金での料金体系というのは変わっ

てもいいんじゃないか。そういったところは交通事業者のほうも思っていたり

して、そこは国の運輸部さんとも意見交換しながらどういった形がいいのか、

課題があるのかないのかということも含めて勉強しているという状況はござい

ます。 

 今の御提案については、議会の中でもいろいろな料金体系の話は御提言があ

ります。とはいえ、事業主体が交通事業者ですので、彼らとも勉強会という形
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で情報共有したり、先進事例等を収集したりしながら、何かいい方向で利便性

向上につなげられるような取組ができないか、そういったところを今後も取り

組んでいきたいと考えているところでございます。 

 

○新垣淑豊委員 多分、今はＩＣ系、県内であればＯＫＩＣＡとか、こういう

ものを使って移動しているからデータも取りやすいと思うんですよ。例えばど

こに移動している、乗り継ぎをしているとか、こういった事例も収集しやすい

と思いますので、ぜひその料金体系の件は算出をしていただいて、どちらがい

いのか、例えばそれで県民の利用度が上がればそれは交通渋滞の減少削減にも

つながりますので、ぜひそこをお願いしたいなと思っております。 

 最後ですけれども、これもどちらかというと乗り継ぎというところを考えた

ときに、離島航路の発着点である泊港、周辺離島の慶良間とか、粟國、大東で

すけれども。泊港から空港に向けてとか、泊港から中心市街地に向けてとか、

例えば船を降りてわざわざ道を渡らなければいけないとか、結節がちょっとス

ムーズじゃないねという意見があります。先ほど、瑞慶覧委員からもバスを使

うための施設整備をしたほうがいいのではないかという御提案もありました。

もちろん御承知のとおり、近隣離島から船で来沖し、泊港から国道58号に出

ます。そうすると北向きのものはすんなり乗れるんですけれども、南向き空港

であったりとか、那覇市内に向けて行くルートというのが少し弱いような感じ

を受けている。これは、離島の住民や首長からも、やはり空港へのアクセスが

少し弱いねという話も受けております。今は、直接、県外から那覇市内に泊ま

らず離島に渡ったり、逆に離島から那覇に戻ってすぐに空港に向かうという

方々も結構いらっしゃるので、ぜひこの辺りのスムーズな結節点というのを泊

付近にもつくっていただけたらありがたいなと思っていますけれど、この点っ

て何か計画とかあるのか教えてください。 

 

○平良秀春交通政策課長 泊埠頭のアクセスという話につきましては、これま

でも議会のほうでも取り上げられて答弁させていただいた経緯がございます。

最寄りのバス停は泊高橋ということでバスが通過する数としてはかなり多い。

たくさんのバスが停まるバス停ではあるというところではあるんですけれど

も、委員おっしゃるとおり、南向けのバス停がちょっと遠いんじゃないかとい

うところは個人的にも認識しておりますし、国道の管理をしている国の職員の

方々とも課題共有はしているところでございます。より利便性がいい形になら

ないかというところも含めて、今後、国道事務所等含めてお話していきたいと

思いますし、そこの結節をどうしていくかというのは、那覇市のターミナル施
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設で建物があったりしますので、那覇市の交通政策の所管部署とは引き続き意

見交換しながら、市内の交通網として空いたところをどうやってつなげて行く

のかとかってこともまとめて、先ほど言ったビジョン等も含めて、いろんな面

で検討していきたいと考えております。 

 

○新垣淑豊委員 例えば安里方面に行くとか、私、首里に住んでいますけれど

も首里方面に行くとか、その辺も離島から船を利用すると、なかなか公共交通

を使って行くというのは難しいという状況がありますので、今後ですね、やっ

ぱり港から船を使って小規模離島にどんどん行く方もいらっしゃいますので、

ぜひそこも御検討いただきたい思っております。 

 以上でございます。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 喜友名智子委員。  

 

○喜友名智子委員 18ページの陳情新規の令和７年第68号の２のほうなんで

すけれども。ちょっと話を理解したいので教えてください。 

 記事項２のほうの対処方針で、沖縄県地域公共交通協議会というものがあり

ます。これどういう協議会なのか、確認させてください。 

 

○平良秀春交通政策課長 国の公共交通に関する法律がございまして、その法

律の中で、各都道府県において、国、県、交通事業者、市町村や利用者等も入

った協議会をつくって、地域公共交通計画を策定するといった取組が位置づけ

られたところでございまして、令和６年度にその協議会の中で議論をして、地

域公共交通計画を策定したという状況でございます。 

 

○喜友名智子委員 確認ですけれど、これはあくまで交通問題に特化した協議

会と理解していいですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 交通を中心とした協議会、計画を中心とした取組を

議論していく協議会というところでございます。 

 

 

○喜友名智子委員 先日資料要求して、沖縄中南部都市圏のパーソントリップ

調査報告書を頂きました。この報告書を見ると、協議会が沖縄本島中南部都市
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圏総合都市交通協議会というふうになっています。都市圏が入っているので、

今、御説明いただいた県の地域公共交通協議会とはまた位置づけが別なんだろ

うなと思っているんですけれども、違いを教えていただいていいですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 今、委員が御指摘いただいている協議会につきまし

ては、土木建築部のほうで所管しております。中南部の都市圏の交通の需要等

を調べるパーソントリップ調査というのを過去にやっていまして、その内容

と、今後そういった取組を踏まえた中南部都市圏のマスタープラン等を議論し

ていく。それが御指摘のパーソントリップ関係の協議会になっております。 

 当方の協議会につきましては中南部ということではなくて、沖縄本島全体の

中で地域公共交通をどうやっていくかというところで計画をつくっている。ち

ょっとエリアも含めて少し違いがあるのかなと思っております。 

 以上でございます。 

 

○喜友名智子委員 報告書も担当が土木部になっていたので、企画部の交通政

策課じゃないんだなというのがちょっと意外だったので。ただ、本来この調査

も特別委員会で、委員みんなに共有すべきすばらしい調査だなと思いました。

担当部局ではないので細かい質問をしてもちょっとお答えにはなれないと思い

ますけれども、中身は御覧になっていますか。パーソントリップの話を聞いて

もいいですか。 

 

○與儀克明都市計画･モノレール課班長 パーソントリップ調査の概要といい

ますか、調査目的等なんですけれども、まず都市における人の移動に着目した

アンケート調査を行っています。世帯とか、個人とか、そういった情報と、ど

のような人がどのような目的で、どのような交通手段でどこからどこへ、どの

ぐらいの時間帯に移動したか、そういった交通の基礎的な人の動きに着目した

調査になっています。 

 今後、その調査に基づきまして、この中南部都市圏の交通マスタープランと

いうものを策定する予定になっております。 

 概要としては、以上です。 

 

○喜友名智子委員 この調査は、ぜひ公共交通の議論をするときには読んだほ

うがいいと思う報告書でした。 

 今、概要は御説明いただきましたけれども、アンケート調査などをしながら

この交通の移動という問題だけではなくて、貧困問題だったり、高齢社会をど
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う捉えたらいいか。それから出勤だけではなくて車を利用している人たちが、

お子さんや高齢者の送り迎えもしているという人の生活背景にまで踏み込んで

いる調査なので、単に移動というものではなくて、ちゃんと県民の生活を把握

しようとしている調査だと思いました。特に交通問題は、皆さんの住んでいる

ところの事情とか要望を議員はたくさん受けますので、自分のところの地域は

こうなんだ。だからこれやってくれと個別の要望があって、多分行政は大変だ

と思うんですよ。 

 ただこの調査の中では、県民参加型の検討をしたいということで県民のペル

ソナもきちんと報告書に入っていると。小中学生から高齢者、観光客まで県民

のパターンというんですかね。ある程度人物像をつくって、どういうふうに交

通を利用しているのか、生活しているのか。これを基にしたこの計画づくりと

いうのは非常に注目をしていきたいと思っています。 

 １つ気になるのが令和７年度の進め方になります。報告書の中では今、御説

明もいただきましたけれども、令和９年度ですかね、今後、交通戦略の策定に

向けて活用していくようなプランになっています。令和７年度についてはパブ

リックコメントまでやるような計画になっていますけれども、これ県民の意見

を聞く非常に重要な機会だと思うんですね。このパブリックコメントを行うま

での期間と、それからどういう手順で県民に周知をしていくのか。どういう方

向で県民のパブリックコメントを集めようとしているのか、お聞かせくださ

い。 

 

○與儀克明都市計画･モノレール課班長 今後の進め方について少し御説明い

たします。委員から説明がありましたように、今回のパーソントリップ調査は

県民の移動だけではなく、その生活や都市構造、そういったところを調査項目

に含めて行っております。その中で出てきたのは、やはり地域ごとで課題は違

うと、委員の御指摘のとおりだと思います。そういったことも踏まえまして、

今後、この中南都市圏の17市町村の市役所、役場等と密に意見交換を行いな

がら協議会をつくって、協議会、幹事会、委員会という形で有識者も含めた中

でマスタープランをつくる作業を進めていきます。 

併せてちょっと別の話なんですけれど、今、都市交通マスタープランと合わ

せて都市計画区域のマスタープラン、まちづくりの構想もつくっているところ

です。そういったまちづくりと連携したマスタープランをつくる予定をしてお

ります。その中で周知の広報、方法については市町村の意見も聞きながらどの

ような形がいいのか、自治会単位がいいのか、広報誌を使うとかそういったい

ろんなアイデアが出てくるかと思いますので、そういった意見を吸い上げて、
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その委員会の中で議論をさせていただきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○喜友名智子委員 パブリックコメントまでどうやって広報するんですかとい

う話……。 

 

○與儀克明都市計画･モノレール課班長 すみません、不足していました。 

 パブリックコメントの手法等も17市町村の職員と一緒になって、また有識

者の意見も含めて検討をして、広く行えるように考えていきたいと思っていま

す。 

 

○喜友名智子委員 報告書から見ると令和７年度に都市交通マスタープラン策

定をすると。20年後のあるべき姿がここで設定されるとあります。それから

令和８年度から９年度にかけては都市総合交通戦略策定。これで10年間の施

策をつくると。非常に大きな動きが令和７年から９年にかけてあると言うんで

すけれども、これきちんと県議会でも、それから県民にも市町村にもきちんと

周知をして全県的に議論をしていかないと、根の張った大きな構想や計画にな

らないんじゃないかと心配をしています。これはしっかりと進めていっていた

だいた上で、この戦略策定をした後、どういうふうに計画をつくって国の予

算、あるいは県の予算を確保していくのか。ここまで、今どういう想定をして

いるんでしょうか。 

 

○與儀克明都市計画･モノレール課班長 まずは議会との関連につきましては

御指摘のとおりだと思いますので、持ち帰りまして庁内で調整させていただき

たいと思います。 

 まず、交通戦略につきましては、交通戦略自体が施策を統合するようなイメ

ージを持っております。つまり、今回は教育とか福祉とか、他分野も入ってく

るのかなとそのアンケート結果から想定をしておりますけれども、そういった

関連部局の今持っている政策事業等をまず統合してですね、具体的な部分と

20年後ですので、10年後、15年後ぐらいを目指したときの事業の組立てとい

うところも併せて行っていきますので、動いているものと足元のものと将来的

なものを組み合わせていくような形になりますので、その中で予算っていうの

は、各関係部局の中で調整されるものだと考えております。 

 以上です。 

 



沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録 

- 28 - 
R7.07.09-02 

○喜友名智子委員 交通整備なので最後は土木になるのかなと思いますけれど

も、やっぱり交通の問題になると、必ずしも土木工事という物理的なものだけ

ではないと。これ、今はこのパーソントリップ調査のレベルだと土木部の所管

になっていますけれども、これ予算をつくるときに、企画部はどういうふうに

一緒に取り組んでいくんですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 土木部の協議会の中にも企画部は参画して常にやっ

ておりますし、事務レベルでは常に情報共有しながら進めさせていただいてい

るところでございます。 

 先ほど、報告書の中にペルソナの話に触れていただきましたけれど、やはり

交通政策課のほうの取組として情報提供して報告書のほうで活用していただい

ている。そういった連携をしながら進めていくという状況でございます。 

 

○喜友名智子委員 交通問題なので複数の部署にまたがってはいますけれど

も、総合的には大きな事業にならざるを得ないと、していかなくてはいけない

と思います。交通局みたいな新しい部署をつくって、外局として大きなプロジ

ェクトで取り組んでいくというレベルまで考えないといけないと思いますけれ

どもいかがですか。 

 

○武田真企画部長 本会議でも答弁させていただきましたが、交通であった

り、まちづくり、それから観光も含めて、幅広く連携しないといけない取組だ

と考えております。庁内体制については、いろいろ研究したり調整したりして

まいりたいと考えております。 

 

○喜友名智子委員 先ほどから何名かの委員から、やはりバスの問題が出てき

ています。何となくバスも含めて公共交通だよねとみんな考えたいかもしれな

いんですけれど、バスの事業者は民間なんですよね、残念ながら、やっぱり県

の予算をもっと入れて公共という位置づけにするのであれば、もう資本まで入

れると。運営費だけではなくて。バス会社の再編まで考えた上で、交通戦略に

乗せていくというところのビジョンまで持っていいんじゃないかと私は思いま

す。大きな話で、今、回答はなかなか出ないと思いますけれども、パーソント

リップ調査を見て本当に感心しましたので、ぜひ事業者まで巻き込むような本

当の意味での公共交通の議論につなげていただきたいと思います。 

 すみません、回答しにくいと言いましたけれど、部長の意気込みを聞かせく

ださい。 
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○武田真企画部長 県内のバス事業者は基本的に民間です。そことの意見交換

も常日頃から行っているんですが、現時点において、今委員がおっしゃるよう

な、その求めというのは県のほうには特にはございません。 

 ただそうは言いつつも、県としては公の役割として、バスの利用者を増やす

とか、利便性の向上に向けた取組を事業者と一緒にやってまいりたいと考えて

います。 

 

○喜友名智子委員 20ページの新規の陳情第101号になります。超高速船のジ

ェットフォイルなんですけれども、対処方針は交通政策課からしかないんです

が、クジラという生き物が関わっていることなので環境部からの対処方針はな

いのかなと思ったんですけれど、環境部は特に意見ないですか。環境部が出し

ていないんですけれども、環境部にはこれ聞いていないんですか。陳情の見出

しにもクジラって出ているので、やっぱり環境問題からの視点からも、対処方

針はぜひ追加していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

○當間盛夫委員長 休憩いたします。 

 

   (休憩中に、交通政策課長から、環境部が対処方針を書くべきかという

ことについては把握していなかった旨の発言があり、議会事務局と確

認することとなった。) 

 

○當間盛夫委員長 再開いたします。 

  喜友名智子委員。 

 

○喜友名智子委員 ありがとうございます。 

 以上です。  

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 糸数昌洋委員。 

 

○糸数昌洋委員 今の陳情第101号ですね、このジェットフォイルの関連なん

ですが。非常に町民からは期待と同時に、実際11月から就航できるのかと。

これ民間事業者ですけれどもね、昨年来、ずっとやきもきしながらという状況

が続いております。それで、ちょっとこれクジラとの衝突回避の陳情なんです



沖縄振興・公共交通ネットワーク特別委員会記録 

- 30 - 
R7.07.09-02 

が、その前に、いわゆるジェットフォイル事業について県も関わりがあろうか

と思うんですけれども、ちょっと今の県との関わりの状況というものを教えて

いただけますか。 

 

○金城幸樹交通政策課副参事 事業者自体とは、安全に関する話とかそういっ

た情報共有について県としては関わっておりまして、運航、就航に当たっての

許認可業務というのは国のほうが行っておりますので、そういった調整状況と

か、そういったものを共有するという形で県が今関わっているという状況で

す。 

 以上です。 

 

○糸数昌洋委員 それでは、国の許認可業務について、現状を教えていただけ

ますか。分かる範囲で結構です。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的には、海上運送法という法律に基づいていろ

いろ申請を進めていると。多分、基本的には一般旅客定期航路事業っていう事

業の許認可で許可になります。許可制度になりますので、新規の運航ですか

ら、しっかりと安全面等も含めて審査することになるんだろうと認識しており

ます。 

 ただ今、その許可に当たっての事前の相談というか、協議の段階だと聞いて

おりまして、その詳細な状況というのはなかなか共有いただけるというもので

はございませんので、そういう状況ということを把握しているというところで

ございます。 

 

○糸数昌洋委員 11月と言うと、あと４か月かと思うんですけれども、許認

可についてはまだ審査中という。許認可は下りていないのか。 

 

○平良秀春交通政策課長 まだ事前協議の段階だというふうに聞いておりま

す。 

 

○糸数昌洋委員 それから陳情にもありますけれど、那覇市と本部町。それか

ら那覇市と久米島町間を結ぶということで、那覇港とそれから久米島の受入れ

先の港。それから本部ですから本部港。港湾については県管理ですよね。県管

理の港での受入れ体制の状況、いわゆるターミナルでのカウンターの受付と

か、それから待合室等も含めてそれぞれどうなっていますか。 
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○平良秀春交通政策課長 今、民間事業者のほうで港湾管理者のほうと協議を

している段階というふうに承知しております。ちょっとそれ以上の情報という

のはすみません。恐縮ですが把握していない状況でございます。 

 

○糸数昌洋委員 港湾関連については、自治体交渉の進捗っていうのは分から

ないんですか。例えば本部港はどうなっているのか。久米島の兼城港はどうな

っているのか。だってこれ町も関わってきますしね。 

 

○當間盛夫委員長 休憩いたします。 

 

   (休憩中に、交通政策課長から、港湾関連の調整は港湾管理者が行って

いるため詳細については把握していない旨の発言があった。） 

 

○當間盛夫委員長 再開いたします。 

  糸数昌洋委員。  

 

○糸数昌洋委員 情報把握の上、後でその状況を教えてください。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的に土木部のほうで対応していますので、情報

共有した上でそのような対応ができるように伝えたいと思います。 

 

○糸数昌洋委員 今回こういう陳情が上がってきておりまして、今の状況から

行くと、11月からスタートするということになった場合に、そういう懸念が

あるということなんですけれど。クジラの問題もありますけれど、衝突した場

合はやはり乗客の安全っていう部分が一番心配されることだろうと思っており

ます。そういう意味で、過去に県内を含め衝突事故の事例というのは非常に懸

念をされている陳情なんですが、実際にはどういう状況なんでしょうか。 

 

○平良秀春交通政策課長 まず、ジェットフォイルの関係での衝突事故ってい

うのは過去にあったかっていうのは把握しております。なかったもの、なかっ

たのではないかと認識しておりますけれども、そのほかの通常のフェリー等の

中ではあるかと思いますけれども。県内の事故としては、過去に多良間航路の

ほうでちょっと生物ということかどうかは分かりませんが、海洋浮遊物とちょ

っと当たって事故を起こした、そういった事例があるというのは把握している
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ところでございます。 

 

○糸数昌洋委員 陳情を見ると、非常にジェットフォイルの場合、スピードの

問題と海面から浮き上がった状態なので、感知されにくいということで衝突の

危険性があるという陳情になっていますけれども。これに対して、会社側から

その回避策について、説明会等があったようですけれども、この内容というの

はどういうものなんでしょうか。 

 

○金城幸樹交通政策課副参事 今、こちらのほうで把握しております事業者側

の未然防止対応案なんですが、まずクジラの衝突リスクが少ないルートへ変更

したというところと、もう一つ、水深200メートル未満の海域で通常の場合で

すと約80キロ、43ノットという速さで航行するそうなんですが、クジラが発

見された場合はその目撃地点から半径５マイル、約９キロを35ノット以下、

65キロ以下に速度を落とすという話です。 

 あと次に、監視船やドローンを活用して航行ルート上を監視するという案が

出ております。また、ホエールウォッチング協会と、この鯨類目撃情報を共有

できないかというところと、もう一つは、アンダーウォータースピーカーと呼

ばれるクジラが避ける忌避音と呼ばれているそうですが、それを流して船体か

らクジラを遠ざける対策を行うということが発表されております。 

 以上です。 

 

○糸数昌洋委員 皆さんの回答の中で、国及び航路事業者に対してその安全確

保を申入れていくということで、これ今言うような安全対策が有効かどうかと

いうことも含めて、この辺の判断っていうのは国になるんですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的には、海上運送法に基づく許認可というもの

は、申請される航路の運航に当たって安全面も審査の対象になっておりますの

で、その中で、一般的な審査項目とは別に地域の実情に応じた対策等を含め

て、審査もしくは事業者に対する指導が行われるというふうに認識しておりま

す。 

 

○糸数昌洋委員 分かりました。 

 陳情者も国交省、環境省を含め、その会社側と、それから沖縄県も含めて対

策についてはしっかり協議してほしいと、そういう場をつくってほしいという

ことがございますので、そこも含めて最後に取組について説明をお願いしま
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す。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的な陳情の趣旨としては、やはり安全な運航を

するような取組をしてほしい、そういう趣旨だと思います。 

 県のほうも、当然新規就航に当たって、運航は観光客も含めて県民が安全に

安心して乗れるような、そういった形で実現するのであれば対応していただき

たいと思っていて、そこは事業者にも申し入れしているところございます。協

議会も含めて具体的な安全策をしっかり取らせるという枠組みについては、や

っぱり指導、監督をする権限を持った国のほうで一義的にやっていただくこと

が効果的だろうということもございまして、そういった協議会も含めて安全な

運航をしっかりとしていただくと。そういった枠組みについては、国が主導的

に取り組んでいったほうがいいだろうと。そういう意味で過去にも２回ぐらい

ですね、安全運航について国のほうにも申し入れてきたというところでござい

ます。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 山里将雄委員。 

 

○山里将雄委員 今の陳情に関連して少しだけ確認をさせていただきたいと思

うんですけれども。このジェットフォイルの就航については、名護、今帰仁に

まもなく開園するジャングリアですね、テーマパーク。そのいわゆる渋滞緩和

の一つになるんだろうと私は非常に期待をしているところです。那覇からここ

まで移動するのと、本部から来るのと。分散するという意味でね。その面では

非常に効果があるんじゃないかというふうに思っているんですけれども。今聞

いたらまだ許可がされているかどうか、されていない。まだ許可が下りていな

いといった状況を聞いて、少し意外だなと思っているところなんですけれど

も。先ほどからのやり取りを聞きながら、県内でその要するに、事故の状況に

ついて先ほど質疑がありましたけれど、ジェットフォイルは当然ないと思いま

す。ジェットフォイルについては、これは県内では初めてですよね。そうでは

ないのかな、ありましたか。 

このジェットフォイルについての事故はないということなんですけれども、

ほかのフェリー等々には事例があるというお答えだったんですけれど。これ、

もう少ししっかりとその確認といいますかね、県内のことだけではなくて、や

はりこれ人命に関わるような事故になる可能性もありますので、そこは県とし

ては、ほかの県等々の事例も確認しながら、事故が起こらないような対策をし
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っかり取っていただかないといけないと思っているんですが、その辺はどうで

すか。 

 

○平良秀春交通政策課長 県外のジェットフォイルの事故の事例等は情報収集

しているところでございまして、そういった情報も含めて、今、許認可の審査

をしている国のほうも、当然、把握はされていると思うんですけれども、情報

共有しつつ、しっかりとした対策を取っていただきたいという申入れをしてい

るというところでございまして、今後も引き続きしっかり伝えていきたいと思

っています。県のほうも安全運航っていうのはお互い同じ考え方でございます

ので、そういったものが実現できるようにしっかりと対応していきたいと思っ

ております。 

 

○山里将雄委員 これ、許可は国ですよね。国交省、総合事務局なんですか

ね、ということになるんでしょうけれども。この陳情者から熱心に資料等々も

御提供いただいているところなんですが、それを見ると陳情者といわゆる事業

者側とはいろいろ調整といいますかね、話合いもされていると。お互いに事故

にならないような方向でいろいろ検討しているというのが確認できますので、

それは非常にいいことだと思っております。ぜひ、それは続けてもらいたいな

と思うんですけれども、この陳情者の陳情の内容を見ると、やはり県に関わっ

てもらいたいというのがあると思うんですね。１とか、２とかを見てもです

ね。県が国と業者だけの関係だからということで深く関わらないっていうの

は、僕が先ほど言ったように安全の面からもあってはならないと思いますの

で、やはり県がしっかりと関わることが必要だと思うんですね。先ほどの話で

は、まだ事業者側との調整等々もあんまり行っていないような状況だとちょっ

と聞こえたんですけれども、その辺、事業者側等々との調整といいますかね、

安全に向けてこういったいろんな話合いをどのようにやっていくのか、考えて

いるのか、お聞かせください。 

 

○平良秀春交通政策課長 事業者のほうから対策について情報共有していただ

きながら、こちらのほうからも、安全運航をしっかりできるようにということ

で事業者に申入れているところでございます。 

 当然、こういった陳情者の御意見もありますので、事業者のほうも把握して

いらっしゃると思うんですけれども、我々のほうからもこういったことを伝え

つつ、しっかりと安全対策を取ってほしいというお話をさせていただいている

と。 
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 ただ、交通事業者に対して指導をしていく、監督していくっていう立場は、

やはり道路運送法上、国の所管になりますので、そういったところに対しても

改めて我々のほうから申入れをして、しっかりと安全運航がされるように国の

ほうも状況をしっかり把握して、必要があれば指導していただくと。そういっ

た枠組みをつくっていくことが大事かなと思っております。 

 以上でございます。 

 

○山里将雄委員 陳情者が１のほうで、何らかの許可を出す場合は衝突防止対

策の条件づけ、航行記録の報告の義務づけなどを県にやってほしいというよう

な要望があるんですけれども。それが、実際、県の権限としてできるのかどう

かちょっとよく分からないんですけれども。ぜひ、県の関わりというのは、し

っかりと位置づけをした上でこの事業を支援していただきたい、取り組んでい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 あと、先ほどから何名かの皆さんが聞いている件で77番線、名護東線の件

なんですけれども。これは、たしか今年１月19日でしたよね。そこから77番

線が減便されたと。それで県では、緊急対策として安慶名バス停から名護まで

の１往復、夜間１便を運航するということで、即時に取り組んでもらったのは

非常によかったと思うんですけれど。見ますと７月以降は実証事業として１年

間、国の補助で行っているとなっていますよね。今、その実証事業の状況につ

いて、少しお聞かせください。 

 

○平良秀春交通政策課長 今、令和７年度４月から動かしているところです。

実証事業という位置づけでございますけれど、道路運送法の手続上、迅速に対

応するという観点だと、そういった枠組みで申請することがスムーズだと。そ

ういうこともちょっとありまして、そういった枠組みで国から運航の許可をい

ただいて推進していると。運行する費用については、今、国の補助事業はこの

夜間の分は入っておりませんで、県と市町村で負担して運行しているという状

況でございます。 

 

○山里将雄委員 県と市町村の負担もあるということですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的には、運行は委託運行という形になりますの

で、かかる費用については県と市町村で全て負担しているという状況でござい

ます。 
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○山里将雄委員 これ１年間というふうになっているんですけれども、限定さ

れているのか、１年しかやらないのか。場合によっては、それ以降も可能なの

か。その辺はどうですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 ４市町村と県で協議会をつくって議論しているとこ

ろでございますけれども、この路線の維持ということについては同じ思いでご

ざいますので、しっかりと交通手段を確保していくと。そこは共感、共有して

いるかなと思っております。 

 ただ、手法についてどういう形でやっていくかということについては、実証

実験をやりながら、利用者数等のところも押さえながら協議していこうという

ところで、より効果的・効率的な運行を含めて、これから整理していくという

ふうに考えているところでございます。 

 

○山里将雄委員 今実際にこの増便した分、臨時便の利用の状況というのは、

どんな感じでしょうか。 

 

○平良秀春交通政策課長 日によってちょっと違いますけれども、１日当たり

延べ20名とかの学生さんが、行って帰ってくるというところで使っているか

なというふうに認識しております。各バス停ごとだとそれほど多くない状況で

ありますけれども、やはり夜部活を行った後に、ちょっと遅い時間帯になるか

もしれませんけれども、バスが動いて、一応帰れるという環境を維持するとい

うのが大事かなと思っているところでございます。 

 

○山里将雄委員 決して多くない数字だとは思うんですけれど、でも20名、

１日で使われているということであれば、これは絶対必要な便だというふうに

思いますのでね。何が言いたいかというと、一番心配なのは、この実証事業を

行ってはいるんですが、その後にね、結果的にそれを廃止してしまうというよ

うなことにならないかというのがとても心配なんですね。宜野座村や金武町の

町長、村長さんからお話も聞きましたけれども、地元のほうでもこの存続とい

うのは強い要望がありますからね。ぜひ、それを今後も続けていけるように対

策してもらいたいと思うんですよ。これ令和８年度以降の夜間の移動手段の確

保等について協議をしているとなっているんですけれども、その辺の見通しは

どうなんですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 基本的にはしっかり対応していこうという考え方で
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４市町村とも協議していきたいと考えているところでございます。これは夜間

の話でございますけれど、運行を維持していく、昼の部分についてもしっかり

維持していくということも含めて、やはりうるま市から名護まで東海岸を通る

唯一のバス路線ですのでしっかり維持していく。あわせて、やっぱり利用促進

のほうも各市町村と連携しながらやっていかないといけないだろうなと思って

おります。この組合せで実証実験の中で利用者も増えていく。そういった枠組

みを目指して頑張っていきたいなと思っているところでございます。 

 

○山里将雄委員 ぜひ、存続できるように、廃止にならないように、しっかり

取り組んでもらいたいなと思っています。この77番線の問題が出てから、一

応、乗ってみないと分からんかなと思って、一度、安慶名バスターミナルから

名護まで乗ったことがあるんですよ。そしたら、この運賃が三千幾らだったか

な、物すごい高いんですね。びっくりしたんですよ。そういうことも含めて、

運賃等々を抑えるということも併せて、ぜひ検討いただきたいなというふうに

思います。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 下地康教委員。 

 

○下地康教委員 ジェットフォイルの件ですけれども、これ県として公共交通

の政策としての位置づけ、考え方、そういったものはどういうふうに考えてい

ますか。 

 

○平良秀春交通政策課長 まず、基本的には運送法に基づく許認可手続を取っ

た事業でございますので、公共交通の一つの手段だというふうに認識しており

ます。先ほど議論もちょっとありますけれど、北部方面への交通渋滞緩和の観

点だと、海上輸送っていうのはやはり一つ手段としては有効だろうと。現状と

して、那覇、泊から名護港へ行って、本部までという具体的な高速線での海上

輸送というのも実際ありますし、ジャングリアを運営するジャパンエンターテ

ィメントも、フェリー等を使って海上輸送で名護の北向けの渋滞緩和を検討し

ていると聞いております。そういう意味では、海上輸送というのは渋滞緩和、

渋滞対策として重要で有効な手段だろうと認識しているというところでござい

ます。 

 

○下地康教委員 これ具体的に交通政策の中でうたわれているんでしょうか。 
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○平良秀春交通政策課長 現状としては、地域公共交通計画の中でそういった

位置づけというのはないところでございます。地域公共交通計画自体が陸上交

通を中心とした計画でございますので、ないということでございますけれど、

総合事務局の運輸部が主導して進めている沖縄交通リ・デザインといった取組

の中でも、この海上輸送というのは重要だろうというところで位置づけをしな

がら、彼らのほうも国の交通政策という観点でいろいろと検討しているという

ふうに聞いております。 

 

○下地康教委員 この要望書の中の２つ目に、県として協議の場を設けていた

だきたいというような要望がありますよね。そういう意味では、今回のこうい

ったものに対する県のスタンスというか、取組というのかそれがよく分からな

い。つまり、交通の許認可に関しては国だという話をするんですけれども、や

はりそういったものに対してはしっかり県として考え方を位置づけて、そうい

ったものがあれば積極的にそこを一つの論拠として、その議論に関わっていく

という姿勢が大事だというふうに思いますけれどどうでしょうか。これ、部

長、どうですか。 

 

○武田真企画部長 県としては、まず第１に安全運航ということを最優先で考

えております。それを確保するために必要な取組であれば、国とも連携してや

っていきたいですし、それを確保するためにそういった協議の場が必要であれ

ばまた申出もしていきたいと考えています。 

 

○下地康教委員 もちろん安全運航って話があるんですけれど、私が申し上げ

ているのは、そういった海上交通に対するしっかりとした考え方、こういった

ものを位置づけるということが必要ではないのかという話ですね。それはもち

ろん運航に対しては、許認可権はあるわけですから国がしっかりとやるわけで

す。じゃ、県がそういうものに対してどういうふうな位置づけで、スタンスで

取り組み、それに関わっていくかということですね。安全運航だけではなく

て、やはり交通体系の計画の意味で、その辺りをやはり文言として位置づける

必要があるのかなと思いますけれど、どうですか。 

 

○武田真企画部長 今回のＫＯＪ以外にも基本的には航路事業者との意見交換

も含めて常々やっておりますし、昨日も久高航路が新規就航式もございまし

て、私も参加してまいりました。離島航路も重要なものですので、航路事業者
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との意見交換、そういったものは常々やってまいりたいと考えています。 

 

○下地康教委員 ぜひ運航者と国との協議、３者の協議といいますか、それを

しっかりやっていただきたいというふうに思っております。 

 それともう一つは離島の運賃、その軽減措置なんですけれども、例えば宮古

島に関してですね、宮古島から宮古住民が多良間島に行く場合、これは離島割

は適用されているんでしょうか。 

 

○金城幸樹交通政策課副参事 現状としては、多良間から宮古への割引はある

んですけれども、宮古から多良間への割引はないという形になっております。 

 以上です。 

 

○下地康教委員 今の答弁だと、要するに多良間村に住所がある方が宮古島に

行く場合は適用されると。私が今質問したのは、宮古島市に住所がある人たち

が多良間に行く場合という話です。これ、どうですか。 

 

○金城幸樹交通政策課副参事 宮古島市に住所がある方が、多良間に行くとき

には対象になっていないという状況です。 

 

○下地康教委員 多良間村は宮古圏域というふうになっているんですね。今現

在ですね、いろいろな制限があるといった話があると思うんですけれども、ぜ

ひこの圏域内はその適用ができるような考えが必要じゃないかなというふうに

思っておりますけれど、どうですか。 

 

○平良秀春交通政策課長 そういった御意見も含めて内閣府と意見交換してい

きたいと思っておりますが、この交通コスト低減事業が平成24年度から立ち

上がる前に、ちょっとスタートアップっていうわけじゃないですけれど、試行

的に始まった取組が基になっております。この時は、小規模離島の住民がやは

り移動コストが高いということで、小規模離島を対象としたコストの低減事業

っていうところがスタートでした。そこからだんだん県と国の交渉の中で適用

を広げていってこういった形になっているという状況でございます。内閣府の

ほうは、そういった制度設計の最初の考え方で、ここからどうするのかという

ところはやはりかなり気にされるというか、非常に重要視します。とはいえ、

今のお話も含めて、どうやって宮古圏域が活性化していくか、そういった観点

も含めて意見交換をしていければと思っているところでございます。 
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 以上でございす。 

 

○下地康教委員 それと石垣－与那国間は離島割は適用されているんですか。

今のような状況ですよ。例えば石垣市の住民が与那国町に行くとそういった場

合ですよ。それどうですか。 

 

○金城幸樹交通政策課副参事 それは多良間村と一緒で、石垣市に住所がある

方が与那国に渡るときには対象にならないという状況になっております。 

 

○下地康教委員 これぜひね、八重山圏域、宮古圏域、その１つのエリアとし

て考えなければいけないことですよ。というのは、やはり肉親も多いんです

よ。例えば救急であったりとか、病院への通院であったりとか、そういったこ

とがあるわけですから。これぜひですね、知恵を振り絞って、適用されるよう

にしていただきたいというふうに考えております。 

 それともう一つ、先ほど親戚云々という話が出ました。これ難しいという話

もあります。しかしながら、いろいろな知恵があると思うんですね。例えば親

戚の何親等であればそういったものができるとか、そういった仕組みづくりア

イデアをぜひ出してほしい。検討します、検討しますでは、これ何もならない

ですよ。いろいろと知恵を振り絞って何ができるのか提案もして、ぜひお願い

したいと思います。部長、お願いします。 

 

○武田真企画部長 先ほど大浜委員の質疑もございましたとおり、制度の目

的、それの拡充というのが、今おっしゃっている質疑の根本だと思っていま

す。様々な要望があって、少しずつ我々もその拡充に向けた取組をしておりま

す。 

例えば昨年で言いますと、離島の小学生が12歳になると大人運賃が適用さ

れるものも、卒業までは小児運賃でできるように制度の拡充を我々も国にお願

いして何とか理解していただきました。少しずつにはなるかもしれませんけれ

ど、サービスの拡充に向けて、国と調整してまいりたいと思っています。 

 

○下地康教委員 そうなんですね。１つずつ、少しずつ解決していきたいと。

１歩ずつでもいいですよ。よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 
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 幸喜愛委員。 

 

○幸喜愛委員 ありがとうございます。 

 17ページになりますか、陳情第 68号の２に関連するかと思うんですけれ

ど。 

 今、公共交通機関を充実させるということであったり、渋滞緩和のために道

路が拡幅されていくという現象に偏っているかなと思うんですが、そこを充実

させていく上で道路が拡幅されて、歩行者が横断しづらい道路ができていると

いう実情があるかと思います。地域によっては高齢者が歩道橋を渡る場合に、

横断歩道を渡り切れなくて信号が変わってしまったりとかということもあった

りして、公共交通を充実させていく上で、歩行者への配慮というのが同時進行

で必要になってくるのではないかと思うんですが、その整理については、県と

してはどのようにお考えかをお聞かせいただきたいです。 

 

○與儀克明都市計画･モノレール課班長 大変一般的なお答えになって申し訳

ありませんが、例えば歩行者の横断歩道については、歩道橋については上下の

抵抗があるというところで、バリアフリーの観点からそういったことを避ける

傾向になっております。 

 一方、横断歩道を時間内に渡り切れないという課題については、地域ごとで

はあるんですけれども、高齢者や病院の患者さんが多いところは、県警と設計

段階などで歩行者用の青信号の長さをちょっと調整したりとか、そういった工

夫はさせていただいているところです。 

 以上でございます。 

 

○幸喜愛委員 ありがとうございます。 

 昨今ですが、歩道橋の設置を見直しているということで、だんだん減少傾向

にあるかと思います。その中で利用者が多いところは、残していくというふう

に取り組んでおられると聞いてはいるんですけれども、横断歩道を渡り切れな

い高齢者が増えているというのも、現状としてはあるかなと思います。歩道橋

の数が減るということが果たしていいのかというふうに思ってしまうところが

あるんですけれども。那覇方面ですとモノレールと直結しているところです

と、エレベーターで移動が可能な歩道橋といった施設がありますよね。沖縄中

北部に関しては、大きな道路を渡るときに、歩道橋があったほうが交通渋滞が

緩和されるというような場所においては、歩道橋を積極的に設置していただき

たいのと、設置のときには、エレベーターつきの歩道橋を設置していくという
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ような方針も持ったほうがいいのではないかと思っているんですが、その件に

ついてはいかがでしょうか。 

 

○與儀克明都市計画･モノレール課班長 都市計画上、この歩きやすいまちづ

くりといった観点からのお答えになるんですけれども。確かに御指摘のとお

り、歩道橋を一旦撤去して、再度復活した事例というところもございます。道

路の道路交通と歩行者との関係性を見ながら、各管理者の中で検討されるとこ

ろだと思いますけれども、委員の御提案のように、やはり交通弱者に対して優

しい交通環境、交通空間の確保というのは重要な課題だと思いますので、今後

も検討を続けていきたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○幸喜愛委員 ありがとうございます。 

 ぜひ、交通弱者の立場に配慮して、いろいろ基本方針のほうもお決めいただ

ければと思います。ありがとうございます。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 

   （「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

 

○當間盛夫委員長 質疑なしと認めます。 

 以上で、鉄軌道を含む公共交通ネットワークの整備拡充に関することに係る

陳情に対する質疑を終結いたします。 

 休憩いたします。 

 

午後０時３分休憩 

午後１時19分再開 

 

○當間盛夫委員長 再開いたします。 

 次に、沖縄県の振興発展に関することに係る陳情第72号の５外10件を議題

といたします。 

 ただいまの陳情について、企画部長外関係部長等の説明を求めます。 

 初めに、企画部長の説明を求めます。 

 武田真企画部長。 
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○武田真企画部長 それでは、企画部関係の陳情処理概要について、御説明い

たします。 

 説明資料の２ページ陳情一覧表を御覧ください。 

 企画部関係の陳情は、継続陳情が２件となっております。 

 継続陳情のうち、処理方針に変更がある箇所を中心に御説明させていただき

ます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 陳情第72号の５令和６年度離島・過疎地域振興に関する要望事項に関する

陳情の記９について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の23行目を御覧ください。  

 また、石油製品の販売に関する法定検査費や設備の補修費、備品の購入費に

ついては、小規模離島を対象とした新たな補助として、離島のガソリンスタン

ド等支援事業を令和７年度から実施しているところです。 

 次に９ページをお願いいたします。 

 陳情第136号の５令和６年美ぎ島美しゃ（宮古・八重山）圏域の振興発展に

関する陳情の記１について、御説明いたします。 

 処理概要の欄の30行目を御覧ください。 

 当該陳情の変更箇所は、先ほどの陳情第72号の５令和６年度離島・過疎地

域振興に関する要望事項に関する陳情の記９の変更箇所と同じ内容ですので、

説明は割愛させていただきます。 

 企画部関係の説明は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○當間盛夫委員長 企画部長の説明は終わりました。 

 次に、総務部総務統括監等の説明を求めます。 

 屋我はづき総務部総務統括監。 

 

○屋我はづき総務部総務統括監 それでは、総務部所管の継続陳情１件につい

て、御説明いたします。 

 12ページ５行目を御覧になってください。 

 陳情第72号の５令和６年度離島・過疎地域振興に関する要望事項に関する

陳情。当該陳情事項７については教育委員会との共管となっております。前回

から処理方針の変更はありませんので、説明を省略させていただきます。 

 以上で、総務部関係の陳情に係る説明を終わります。 
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○當間盛夫委員長 総務部総務統括監の説明は終わりました。 

 次に、環境部環境整備課長の説明を求めます。 

 與那嶺正人環境部環境整備課長。 

 

○與那嶺正人環境部環境整備課長 環境部所管の陳情につきまして、御説明い

たします。 

 環境部所管の陳情は、継続１件、新規１件、計２件となっております。 

 継続の陳情１件につきましては、前定例会の処理方針から変更はございませ

んので、説明は省略させていただきます。 

 次に、新規の陳情１件につきまして、処理方針を説明いたします。 

 表示画面の17ページを御覧ください。 

 陳情第71号の５令和７年度離島・過疎地域振興に関する要望事項に関する

陳情につきまして、処理方針を説明いたします。 

 記の４につきまして、県では、国の地域環境保全対策費補助金を活用し市町

村・地域住民及びボランティア団体の協力も得ながら海岸漂着物対策を実施し

ております。継続して海岸漂着ごみの処理対策及び発生抑制対策に取り組むた

め、引き続き地元市町村等関係機関とも連携を図るとともに、国に対し、必要

な財源の確保を求めてまいります、としております。 

 また、当該処理方針につきましては、土木建築部と共管となっていることか

ら、土木建築部から説明いたします。 

 

○又吉一誠海岸防災課長 引き続き記の４につきまして、海岸漂着物の処分に

ついては海岸漂着物等地域対策推進事業を活用して実施しており、ボランティ

ア活動については海浜地域浄化対策費を活用して海岸清掃ボランティア活動を

支援しております。 

 引き続き予算の確保に取り組んでいきたいと考えております、としておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○當間盛夫委員長 環境部環境整備課長の説明は終わりました。 

 次に、保健医療介護部薬務生活衛生課班長の説明を求めます。 

 津波昭史保健医療介護部薬務生活衛生課班長。 

 

○津波昭史薬務生活衛生課班長 保健医療介護部の陳情について御説明いたし

ます。 
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 陳情説明資料の２ページの陳情一覧表を御覧ください。 

 保健医療介護部関係では、陳情が新規１件、継続１件となっております。 

 継続の陳情につきましては、処理概要に変更はありませんので、説明を省略

させていただきます。 

 次に20ページをお願いします。 

 陳情第71号の５令和７年度離島・過疎地域振興に関する要望事項の記１ヤ

ンバル３村（国頭村・大宜味村・東村）を水道用水供給市町村に含め、水道水

の安定供給に資する施策（水道広域化等）を推進することに関する陳情につき

まして、保健医療介護部の処理概要を御説明いたします。 

 県では、水道のユニバーサルサービスの向上を図るため、当面の取組とし

て、本島周辺離島８村の水道広域化に取り組んでおります。 

 今後の水道広域化については、県内各水道事業体等で構成される沖縄県水道

事業広域連携検討会において、沖縄県水道広域化推進プランに沿った検討が行

われているところであり、県としましては、引き続き地域の実情に応じた広域

化を推進していきたいと考えております。 

 以上で、保健医療介護部関係の陳情に係る説明を終わります。 

 

○當間盛夫委員長 保健医療介護部薬務生活衛生課班長の説明は終わりまし

た。 

 次に、農林水産部農政企画統括監の説明を求めます。 

 久保田圭農林水産部農政企画統括監。 

  

○久保田圭農林水産部農政企画統括監 21ページをお願いします。 

 農林水産部関係の陳情案件について御説明いたします。 

 農林水産部関係の陳情は、継続陳情が４件、新規陳情が１件となっておりま

す。 

 それでは、始めに継続審査となっております陳情のうち、処理概要の変更が

ありました２件について説明いたします｡ 

 22ページを御覧ください。 

 令和６年陳情第72号の２令和６年度離島・過疎地域振興に関する要望事項

に関する陳情につきましては、処理概要に変更がございます。 

 記の11につきましては、下線に示したとおり、県では、農林漁業者の経営

安定・所得向上に向けて、農林漁業資材等のコスト低減対策は重要と考えてお

ります。  

 このため、飼料・肥料等の農林漁業資材等のコスト低減に向けて、配合飼料
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購入費の一部補助の継続的な実施や粗飼料自給率の向上に向けた草地基盤整

備・機械の導入、化学肥料施用量の低減に向けた土壌分析に基づく施肥の推進

や堆肥等の活用など、総合的な取組を進めているところです。 

 農林漁業資材等の移入コストについては、離島地域の生産振興の観点から全

国における類似の制度等を参照しつつ、関係市町村や関係機関と意見交換等を

進めてまいります、に修正しております。 

 次に、26ページを御覧ください。 

 令和６年陳情第136号の５令和６年度美ぎ島美しゃ（宮古・八重山）圏域の

振興発展に関する陳情の記の５につきましては、下線に示したとおり、一括交

付金を活用して実施していた農林水産物条件不利性解消事業は、令和７年度よ

り、内閣府直轄の補助金を活用したおきなわ農林水産物県外出荷促進事業とし

て、予算規模を拡充して実施しております。令和７年度以降についても引き続

き、同事業における北部・離島振興事業において、北部・離島地域の農林水産

物等の域外出荷に係る輸送費の補助を行ってまいります、に修正しておりま

す。 

 続きまして、新規陳情１件について御説明いたします。 

 30ページを御覧ください。 

 陳情第71号の５記の２につきましては、下線に示したとおり、県では、畜

産農家の経営安定を図るため、配合飼料購入費の一部補助や子牛セリ価格下落

に対する補助、優良繁殖雌牛の更新に係る支援等を実施しております。 

 また、令和６年８月に、配合飼料価格安定制度の見直しと予算確保及び、肉

用子牛価格の下落に対する支援の強化について、関係団体とともに、国へ要請

を行ったところであります。 

 加えて、令和６年10月には、島しょ県である本県の畜産業支援について、

国へ要望を行ったところであります。 

 このような要望を踏まえ、国は、令和７年度に緊急特別対策として、肉用子

牛のブロック別平均価格が発動基準を下回った場合、沖縄県全域を含む離島地

域に従来の奨励金に上乗せする形で奨励金を交付するなど、離島地域に対する

支援を強化しております。 

 県としましては、畜産農家の経営安定を図るため、引き続き国に対して要望

してまいります、としております。 

 農林水産部関係の陳情に係る説明は、以上でございます。 

 

○當間盛夫委員長 農林水産部農政企画統括監の説明は終わりました。 

 次に、土木建築部建築都市統括監の説明を求めます。 
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 金城新吾土木建築部建築都市統括監。 

 

○金城新吾土木建築部建築都市統括監 続きまして、土木建築部所管の陳情に

ついて、御説明いたします。 

 31ページを御覧ください。 

 土木建築部関係の陳情は、継続８件となっております。 

 処理概要に変更はございません。 

 土木建築部関係の説明は以上でございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○當間盛夫委員長 土木建築部建築都市統括監の説明は終わりました。 

 次に、教育庁教育支援課長の説明を求めます。 

 大城司教育庁教育支援課長。 

 

○大城司教育庁教育支援課長 教育委員会所管に係る陳情の処理方針につい

て、御説明申し上げます。41ページをお願いいたします。 

 教育委員会関係については、陳情について、継続２件となっております。 

 なお、前回から処理方針の変更はございません。 

 以上で、教育委員会関係の説明を終わります。 

 

○當間盛夫委員長 教育庁教育支援課長の説明は終わりました。 

  これより、各陳情に対する質疑を行います。 

 なお、質疑・答弁に際しては、挙手により委員長の許可を得てから行い、重

複することがないよう簡潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会運営

が図られるよう御協力をお願いいたします。 

  質疑はありませんか。 

 大浜一郎委員。 

 

○大浜一郎委員 よろしくお願いします。 

 ９ページ136号の５、ページは10ページになりますけれど、ＬＰガスの輸送

費の支援に関してでありますけれど。負担状況が十分に把握できていないとい

うことで把握するとともに、必要な支援を検討していくということであります

けれども、今、この必要な支援の検討はどういう状況になっているのか。この

要望に対してどのような方向性が見えているのか。そこをちょっと教えてくだ

さい。 
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○島袋秀樹地域・離島課長 お答えいたします。 

 現在、沖縄本島と離島のＬＰガスの価格差について、今年度調査を実施して

いる最中です。その調査で実態をしっかり把握した上で支援が必要なのか、ど

ういった支援の在り方がよいのかということを検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 今はまだ何も把握をしていないということですよね、今のと

ころはね。 

 

○島袋秀樹地域・離島課長 現在調査中でございます。 

 

○大浜一郎委員 聞き取りでもできるところはできるんだろうからさ、どれぐ

らいの期間調査をして、いつ頃までに調査を終えるのか。過去のデータを見れ

ば分かると思うので、調査期間っていうのはどれぐらいを見ているんですか。 

 

○島袋秀樹地域・離島課長 この調査業務自体は委託発注しております。その

事業所への調査について、おおむね７月中にはある程度は把握できるのかなと

思っています。その実態を踏まえた上で、どのような支援が必要なのか分析し

てまいりたいと考えております。 

 

○大浜一郎委員 なぜこういう問題が起きているかというと、離島から離島へ

の輸送だからですよ。小規模離島への搬送だからね。離島から離島だからこう

いう問題がクローズアップされてくるわけですよ。だから、ポイントはここな

んだよね。過去のデータで差額がどれぐらいあるかというのを分かっているか

らこういう陳情が出ているので、７月にきっちり調査して何が必要なのか。こ

れ多分、制度設計されていないからだと思うんだ。離島から離島への問題は

ね、石油製品の輸送費とは別だから。だから、この要望に応えるためには、あ

る意味、恒久的な対策が必要なのかもしれないので、そこはきっちりとポイン

トとして僕はやるべきだと思いますけれど、その点はどうですか。 

 

○島袋秀樹地域・離島課長 今、実態把握している最中ですけれども、それも

踏まえて委員がおっしゃるように、小規模離島への搬送ということで恐らく価

格の差が出るということであれば、そこに対する支援というのを検討してまい
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りたいと考えております。 

 

○大浜一郎委員 あるからこういう陳情が出ているわけだから。だから、皆さ

んは過去のデータもちゃんと把握していなければいけないですよ陳情が出され

た段階でね。同じですと言って、処理概要を変えていないんですよ。少しは進

歩しているだろうと思って今日聞いているわけですよ。だから、過去のデータ

もきちんとあるんだから、もう一度、直近の状況を調べてどうするかという、

それなりのシナリオをつくっておいたほうがいいでしょう。単費でやるのか、

それとも政策に反映させてやっていくのか。取りあえずどういうふうな形でや

っていくのかぐらいのイメージを持っておかないと。毎日の生活に関わる問題

だから。 

 

○島袋秀樹地域・離島課長 ＬＰガスもそうなんですけれども、日用品、生活

必需品も含めて、特に小規模離島の生活コストが非常に高いという問題意識は

持っております。近々、小規模離島における持続可能な社会の実現に関する万

国津梁会議というのを立ち上げる予定にしております。そこで有識者の皆さん

にも意見を伺いながら、県としてＬＰガスも含めた生活コストの低減について

議論を行い、どういう対策が取れるかというのは検討してまいりたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 ちょっと幅が広がってありがたい話ではあるんだけれど、今

回の陳情に関して言えば、ＬＰガスの問題というのはもう実際に起きているこ

とです。これはなぜかというと、石垣島から小規模離島へはさらに輸送費がか

かるっていうことが原因です。差額は過去からずっと出ているから、陳情が出

ているわけなので。生活物資の問題というのはちょっと大きくなってくるの

で、それはそれで別項目でまたやらなきゃいけないけれど。しっかり７月中に

現況と過去の問題との比較をきっちり出して、そこにフォーカスしてどうする

のか、どういう対策が取りあえず取れるのかということを考えてもらいたい。

部長、ちょっとまとめてくれませんか。 

 

○武田真企画部長 先ほど地域・離島課長からもございましたとおり、今月に

調査結果がまとまる予定ですので、それを踏まえて支援するとしたらどういう

支援の方法があるのか。基本的にはお金を入れる話になってきますので、どう

いうお金の入れ方をしたら価格差が解消されるのか。そういったところも制度
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として深掘りしないといけないところもありますので、もう少しお時間いただ

ければと思います。 

 

○大浜一郎委員 なるべく早めにそういった方向性が実現できることを期待い

たします。 

 それと15ページ、陳情第72号の５の16環境についての（２）、竹富町にお

ける廃棄物処理についてでありますけれども、この件について取組の成果につ

いて、お伺いをしたいと思います。 

 

○與那嶺正人環境部環境整備課長 市町村の廃棄物処理効率化を果たしていく

ために、県としましては広域化だったり、あわせ処理、ここに書いていること

ではあるんですけれども、そのようなものを支援していくということになって

おります。基本的に、一般廃棄物の処理は市町村の自治事務になっております

ので、直接、県が支援するというのはなかなか難しい状況ですので、広域化と

か、あわせ処理に必要な調査を行って、どういったコストの低減が図れるかと

いうものを市町村に示して、そこで検討していただくということを行ってきて

おりました。 

 御承知のとおり、座間味村とか渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村などが那覇市に

廃棄物処理を委託していまして、広域化が果たされているというような状況が

あります。 

 また、あわせ処理につきましても、宮古島市が宮古島市と久米島、多良間、

粟国などに産業廃棄物処理業者がいない状況を勘案して、農業用のビニールな

どを市町村が処理しているというような状況がありまして、そういったところ

でコストの低減が図られているという状況になっております。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 現場に行けば特に産廃、例えば木材の処理とか、廃車とかそ

ういったものが港のほうに山積みになっていたりといった問題が実はあるわけ

ですよ、これはもうずっと続いている話で、過去のデータがきちっとあるの

で、今から調査云々じゃなくて。今聞いているのは、処理概要について本当に

目に見える成果が出ているんだろうかということです。小さな島々に人々が生

活していたりすると、どうしてもそういう産廃が出てきたり、いろいろと処理

が困難な問題です。一般廃棄物の話ではないですよ。その辺のところについて

もう少し具体的な成果のアピールがあってもいいなと思って、今聞いているん

だけれど。アピールできる点があるんだったら言ってください。 
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○與那嶺正人環境部環境整備課長 お答えいたします。 

 竹富町を例に出しますと、港のほうにプラスチックのパレット、木製のパレ

ットが山積みになっている状況を理解しております。環境部としても大きな問

題として考えているところですけれども、まずは廃棄物処理法に基づいて処理

責任者が誰なのかというのを明確にして、それをもって各関係者に指導してい

く方針を今考えております。これまでも竹富町や港運会社等に聞き取りを行っ

ているところですけれども、今後は荷主であるスーパー、小売店、各離島の農

家さんとかにも話を聞きながら処理責任を明確にして、まずは出ないようにし

ていくっていうのが１つ大事だと思っております。 

 一方、港湾管理者である竹富町が破砕機を導入しまして、産業廃棄物である

パレットを処理するという意向を今示していることですから、これについてこ

れまで民間事業者が行う施設整備に限って補助を行っていた沖縄県産業廃棄物

発生抑制リサイクル等推進事業補助金というのがあるんですけれども、今年の

令和７年４月に交付要綱を改正し、離島を有する市町村にも対象を拡大したと

ころです。それをもって今年６月に竹富町とも面談を行いまして、同補助金の

活用を促したところとなっております。なお、この補助金は予算1000万円の

範囲内において補助率３分の２ということで、竹富町が破砕機を導入する際

に、活用する意向があれば調整していきたいと考えております。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 この廃棄物処理について、竹富町では条例をつくってあるは

ずなんです。ただし、これは理念条例でね。理念条例だからあまり守られてい

ないっていうかね。一回きれいにしてもらったら、また同じことが起きるとい

うことの繰り返しなんですよ。ですので、罰則つきの条例について、云々かん

ぬんとは申し上げないけれども、この条例が守られるような何て言うかな、対

策は本当に厳しくしないと。特に世界自然遺産に登録された西表島に関して

は、観光の窓口、入り口なんでね。美しいものではないようなことが繰り返し

行われているっていうことは、頭に入れておいてほしいと思います。だから、

これをきっちりとできることは市町村の責任の仕方だけれど、県の責任でもあ

ろうかと私は強く思っているので、その辺の取組の具体的な成果について、今

後もちょっと聞いていきたいと思いますので、よろしくお願いをします。 

 それと17ページです、海岸漂着物の処理ですけれども。これですね、ボラ

ンティアの活動の支援の予算確保とか、必要な財源を求めるというんですけれ

ど、現場を見たことありますかね。 
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○與那嶺正人環境部環境整備課長 出張等がある際には、その都度現場に赴い

て見ております。離島を中心として、ひどい状況であるっていうふうには痛感

しております。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 八重山地域に来るこの海洋漂着ごみは、相当な割合で西表島

とか、石垣島のほうに来ている。一回きれいにすると、また同じようなことが

起きて、もうずっと繰り返しなんですよ。しかもほとんどが外国からの漂着で

すよ。海洋投棄とかしているんじゃないかと思ったりするぐらいの問題です

よ。これボランティアの皆さんも要するに活動してくれて、本当に助かっては

いるんですよ。これ予算の確保もそうなんだけれど、以前、テレビでやってい

たんだけれども。これは本土のほうだと思うんだけれども、海岸をクリーニン

グする機材があるよね。海岸のごみをきれいに処理し、取っていく機材があっ

たと思う。それが今の海岸線で使用できるかどうか分からないけれども、その

機材の整備等々も、この漂着ごみについて少し検討する必要があるんじゃない

かと。あそこにはいろんなものが来ますからね。処理困難なものまでぼんぼん

流れ着いてきているというところなので。この海岸線をきれいにする、クリー

ニングするこの機材っていうのを非常に興味深く見たことがあるんだけれど。

もう知っているならその内容を教えてほしいし、見ていなければちょっと調べ

てほしいと思うし、もう少し人手のかからないようなことも今後は考えていか

ないと、今日処理したら明日からまた溜まっていくわけですよ。ずっとこれの

繰り返し。だからそこは何とかしなきゃいけないと、抜本的なことも考えてい

かないといけないと思うんですけれど、その点どうですか。 

 

○與那嶺正人環境部環境整備課長 お答えいたします。 

 処理方針にも書いております国の補助金ですけれども、施設整備にも一応活

用することができますので、そういった機材が導入可能かどうかということ

と、県の海岸管理者、市町村の要望があるかどうか、その辺も少し調べながら

検討していきたいと思います。今おっしゃっている機械自体について、僕もニ

ュースで見たことあるような気がするんですけれども、どういった機械かとい

うのは今浮かばないところもありますので、情報収集しながら検討していきた

いと思います。 

 

○大浜一郎委員 機材も導入しないと、ボランティアだけでなかなか大変じゃ
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ないかな。特に、今みたいに暑いときは大変になると思うので、それもよく検

討してもらいたいというふうに思います。 

 次に22ページの陳情第72号の５と26ページは基本的な問題なんですけれど

も。農業資材の移入に係るこの輸送費の問題は、これ私も一般質問とか、常任

委員会のほうでも話している問題で、搬出するものに関しては補助があるけれ

ども、搬入するものに関してはなかなか具体策はないと。これもＬＰガスと一

緒で、離島から離島への輸送費の問題がここに重くのしかかっているわけであ

るので。農業資材とか特に肥料の搬入とかね、そういったものにかなり和牛繁

殖農家等々は難儀をされているということで、現場に行ったときもその要望の

声が物すごく強いんですよね。ですので、今、答弁の中で全国の類似の事例を

研究しながら検討するというような答弁があったけれど、類似の県なんてそん

な大してあるわけじゃないですよ。沖縄県は島しょ県なんだから。しかも原因

は離島から離島への物流の問題というのがもう明確に分かっているので、逆に

沖縄県のほうから制度設計をして、これにどう対処していくかということをし

ていかないと解決できる問題じゃないので、他県の事例じゃなくて、独自に自

分たちで制度設計をするくらいの意気込みで対処しないといけないと思うんで

すよ。その点はどうですか。 

 

○長嶺元裕農林水産総務課長 県では農林漁業者の経営安定所得向上に向け

て、農林漁業資材等のコスト低減対策が重要というふうに認識をしておりま

す。 

移入コストの低減につきましては他県の事例としまして、特定有人国境離島

地域社会維持推進交付金により、特定有人離島地域に対して、農林水産品の原

材料等の移入コストに対する支援が事業化されているということは確認をして

おります。 

 県としましても、こういった事例を関係市町村のほうに情報提供をしつつ、

引き続き関係市町村と意見交換を行っていきたいと考えております。 

 

○大浜一郎委員 意見交換はこれまでもしているはずなんですよ。出てきてい

る結論は一緒だと思うのよね。だから何を意見交換しているのか。それは何を

どういうふうにしていったらどうでしょうかという具体策がないと意味がない

んじゃないか。これ何も今に始まったことじゃない。今までもずっとやってき

ている話でしょう。だからそこを聞いているんですよ。何を話し合って何を導

き出すんですか。今までもあったことじゃないですか。そこを聞いているんで

すよ。 
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○長嶺元裕農林水産総務課長 本県も多くの離島地域を抱えております。離島

ごとに特性を生かした農産品がございます。それぞれの農産品があるというこ

とで、それぞれ固有の課題があるというふうに認識をしております。そういっ

たところですね、関係市町村のほうでどういった支援が必要なのか。どういっ

た品目に対して支援が必要なのか。そういった点は、まずは整理をして検討し

ていくべきことであるというふうに認識をしております。 

 

○大浜一郎委員 こういうことは終わっているべきじゃないですかという前提

で僕は話しているんですよ。これは、今回初めて質問したわけじゃない。常任

委員会でも聞いているわけですよ。だから、結局今の答弁内容だったら何もし

とらんっていう話ですよ。なので、これはもう生産基盤に直結する問題だとし

て前々から言われていることなので、それを今のような答弁だったら、いつに

なったら出口が見えるのか全然分からないですよ。 

具体的な事案がもう既にあるので、それについてどうするのかということを

具体的に考えて、どう対処するかっていうプロセスを話してもらいたい。これ

が今できていないでしょう。できていないならできていないでいいですよ。 

 

○久保田圭農林水産部農政企画統括監 まず市町村との意見交換ですけれど

も、これまでも圏域別、５つの地域別に分けて、おおむね隔年もしくは３年に

１度程度、意見交換会を実施しているところであります。そういったところの

中で、その市町村の要望といったものを酌み取って制度設計に反映していきた

いと思っております。ちょっと順序が逆なんですけれど、これまでも飼料とか

肥料とかのコスト低減対策ですとか、またその畜産業における配合飼料購入費

の一部補助などといった取組はしておりますので、そういった県のこれまでの

取組について、過不足があるかどうかといったところも含めて市町村と意見交

換をしていきたいと考えております。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 分かります。やってくれているのも分かるけれども、それ以

上に物流費もかかってしまっているというところで農家からの声が上がってき

て、こういうふうに陳情も上がってくるわけですよ。そんなこと分かっていま

す。いろんなことをやっているのは分かっている。だから石垣から離島に、離

島から離島に行くというような状況が起きているということも、現実にもう何

年も前から起きている。なので、二、三年に１回の会議なんかじゃ分からない
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んですよ。常々現状を把握するために八重山事務所もあるんでしょう。常に情

報を密にとってもらって、何をどういうふうに対処して政策に反映させていく

かというのは、常々の仕事だと思いますよ。だから、今の話だと、これは前に

進んでいないとしか僕は理解できない。これ産業振興の問題で大きくは離島振

興の問題だからちょっとリアルタイムに、しっかり取り組んでもらいたいと思

うんですけれど、最後にちょっと前向きな答弁ください。 

 

○久保田圭農林水産部農政企画統括監 すみません。先ほど、圏域別に市町村

との意見交換会を実施しているというのは、二、三年ごとに一度というふうに

やってはいるんですけれども。ただ、委員がおっしゃるとおり、農林水産部に

つきましては、県内のかなりの広範囲に出先機関も設けておりまして、市町村

ですとか地域の生産者とのネットワークというか、コミュニケーションが十分

取れているというふうに認識しておりますので、生産者の方々、またその地域

の市町村の意見につきましても、丁寧に聞き取りをしながら施策に反映してい

きたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 最後の質問になります。42ページの第72号の５の15です。

児童生徒の派遣支援事業の件でありますけれども、この支援事業は一括交付金

を利用した制度であるので、一括交付金が基本的にどういうような方向になっ

ていくかというのはまだ分からないけれども、これはやめるわけにはいかない

制度なんですよね。やめるわけにはいかない。そこをどうしていくのかという

ようなことを少しイメージされているかどうか、ちょっとそこの点を聞いてみ

たいんですが。 

 

○遠越学保健体育課長 県におきましては、離島の生徒の派遣について毎年

度、各中学校体育連盟、それから高校体育連盟に派遣費の補助ということで支

援をしているというのが現状であります。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 これ一括交付金を使っているわけですよね。それがどうなっ

ていくか分からないけれども、これはやめるわけにいかないという認識はあり

ますよねということですよ。そこまでちょっと答弁をくれませんか。 

 

○遠越学保健体育課長 県が行っている補助金につきましては、一括交付金で
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はなくてでですね、やっております。 

 ただ、市町村におきましては、それぞれがさらに補助という形でやっている

というふうに認識しております。 

 

○大浜一郎委員 実は、石垣市ではこの派遣費を捻出するために、父母会の皆

さんがいろんな祭りで、いろんな出店をしながらこつこつこつこつ貯めている

んですよ。僕も父母会長のときは、もう当然、それも経験をしましたしね。み

んな一生懸命です。石垣市では今年で３年目かな、派遣費を造成しようという

ことで、民間が主体となってやる大きな祭り、子ども祭りっていうのがあるん

ですよね。その内容は把握していますか。 

 

○遠越学保健体育課長 各自治体あるいは部活単位等で派遣費を捻出するため

に、父母会等が活動していることは存じ上げておりますが、個別の活動状況に

ついては存じ上げておりません。 

 

○大浜一郎委員 個別じゃなくて、これ派遣費を造成しようということで、少

年野球からバレーボールから郷土芸能からね、大きな子ども祭りってやってい

るんですよ。それが開催されて、これはもうひとえに派遣費を捻出して家計の

負担を減らそうということで、市民に呼びかけて出店をしたり、子どもたちが

催物をしたりして一生懸命こうやって派遣費を造成しているわけ。それを分か

らんというのはちょっと残念だな。何が行われたのかというのは、過去のデー

タからちゃんと調べておいてください。離島の子どもたちにかかる教育費、教

育の格差を何とか是正をしたい、家計の負担を減らしたいという思いからね、

それが自発的に出てきてそういう派遣費の問題が起きてきているわけですよ。

ですので、派遣費の問題というものは、これ教育の平等だし、教育の格差を絶

対にさせてはいけないという沖縄県の21世紀ビジョンの中においても、沖縄

県が取り組まなければならない非常に重要な課題なんですね。ですので、これ

を充実させていくための施策を、今後は前向きに考えていかなければいけな

い。今までやってきたことがよかったのか、何が必要なのかというようなこと

も、今後は永続的に支援できるような体制も、ある程度組み入れた制度設計を

していかなければいけないだろうと。当然、市町村との連携も必要だけれど

も、そういったことをそろそろ頭の中でイメージして、着手をしていくべき時

期に来ているんじゃないかなというのも思ったりもしますよ。その点はそうい

うイメージがありますか。 
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○遠越学保健体育課長 これまで行ってきましたこの派遣費の補助に、昨年度

からプラスして、クラウドファンディング型ふるさと納税というものを実施し

て、少しでも派遣費の負担を軽減しようということで取り組んでいるところで

あります。 

 今年度につきましても、引き続きクラウドファンディング型ふるさと納税を

実施して、今年度の状況を確認して、また新たに何ができるのかということを

しっかりと研究してまいりたいと思います。 

 以上です。 

 

○大浜一郎委員 クラウドファンディングというのは、そのときそのときで増

減があったり、あくまでも補助的に使うのは全然いい。 

 だけど、制度設計としてはきちっとバックアップするということ、これはも

うやめられない。拡充はできてもやめることはできないので、しっかりその辺

の前向きな制度設計には、もうそろそろ着手をするという意気込みで取り組ん

でいただきたいというふうに思います。答弁は要りません。 

 ありがとうございました。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 座波一委員。 

 

○座波一委員 ６ページ、７ページですね。久高島と津堅島の光ファイバーの

件なんですけれど、市町村所在の離島は光ファイバーの整備が進んだというこ

とであります。久高島、津堅島の状況はどうなっていますか。 

 

○大嶺寛情報基盤整備課長 久高島、津堅島についても地元の市町村のほうか

らの要望もございます。この光ファイバー網、海底ケーブルの敷設も含めまし

て、現在、この整備についていろいろ検討させていただいているところでし

て、これまで県では内閣府や総務省の補助事業、こういったものの活用を検討

してきております。 

 ただ、その課題としまして、やっぱりこの整備費用が多額というふうなとこ

ろもございますので、補助率が高いどの補助事業を活用できるかとか、また長

期的な保守費用っていうのがかかってきますので、そういうような費用もどの

ように工夫して支出を抑えていくことができるかとか、そういったふうなとこ

ろを検討しておりまして、まず具体化に時間を要しているところであるんです

けれども。今般、総務省において、全国のこの光ファイバー網の整備率を総務
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省としましては、現在全国では99.84％っていうところを、令和９年度まで

に、99.9％まで引き上げていくっていう目標を設定しまして、これに伴いま

して、この離島過疎地域の整備率を向上させていきたいというところで、いろ

いろなこの補助メニューの拡充を図ってきていると。その中に民設民営の事業

がございまして、民間が整備する主体なんですけれども、そこに総務省が支援

するというふうな事業がございます。そういうふうなところも手厚くなってき

ておりまして、民間が整備しますので民間のほうに支援が行くんですけれど

も、この整備後も維持管理負担金が民間のほうに生じてくるんですが、その維

持管理費用についても、ユニバーサルサービスというものを指定しまして、そ

の交付金の手当ができるような制度を創設しているということもございます。 

 このような総務省の高率補助事業とユニバーサル制度の手当を活用して、う

まく組み合わせることで整備できないかというところを、今、地元の市町村も

一緒になって検討しているところでございます。 

 以上です。 

 

○座波一委員 高額だからこそ、民設民営であっても、国の支援なしではあり

えない話ですよ。先に整備したところにおいても維持管理っていうかな、この

補助の部分が出てくるわけだから。今言っているとおり、この管理の部分にお

いては、ユニバーサル制度を活用してできるというめどが立っていますので、

その整備の部分でそこを何とかメニューをしっかりと探して対応してもらいた

いなと。これ本当に急がなければいけない問題なんです。そこについて、答弁

お願いします。 

 

○大嶺寛情報基盤整備課長 総務省のこの事業なんですけれども、この総事業

費の４分の３から５分の４程度は国庫が活用できると。残りについては民間が

支出するんですけれども、そこに自治体も支援をしながら、どうしてもこの民

間事業者が参入しないと成立しない事業になっていますので、そういったとこ

ろも含めて、ちょっと市町村等との意見交換させていただきながら進めていき

たいと考えているところです。 

 

○座波一委員 次に17ページの海外漂着ごみなんですけれど、これ小型焼却

炉を導入して処理するという方法が取られていると思うんですね。これ今の進

捗状況というんですかね、普及状況はどうなっていますか。 

 

○與那嶺正人環境部環境整備課長 お答えいたします。 
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 かつて、十何年か前にグリーン・ニューディールという事業があって、その

際に入れたという話は伺っているんですけれども、今現在の稼働状況をちょっ

と把握していないという状況になっております。 

  

○座波一委員 これは方法としてはいい方法だなと思うんですよ。海岸漂着ご

みのこの回収も含めてね。その現地で処理するというのはいい方法だなと思っ

ていたんですね。この漂着物の種類はプラスチック関係がほとんどですので、

そういう小型であってもね、ダイオキシンが出ない方法で償却できる技術が出

ているというのでいいかなと思ってたんですが、その後は増やしてはいないん

ですか。推進はしていないんですか。 

 

○與那嶺正人環境部環境整備課長 先ほど、お答えした内容とちょっと重複す

るんですけれども、国の補助金は施設整備にも活用できますので、市町村から

自分たちで導入したいという要望があればできるんですけれども、各市町村、

それぞれ自前の焼却施設の処理能力の問題だったり、民間事業者に産業廃棄物

として委託したりということがありますので、なかなか要望が上がってきてい

ない状況というふうに考えております。 

 

○座波一委員 今のやり方では、小規模離島では、この海岸漂着物についての

処理の対応が本当に遅れていますよね。その対策として、この現地処理という

やり方というのは、非常に効果があるんじゃないかなと思うんですよね。そこ

ら辺、もっと積極的に検討したほうがいいんじゃないかなと思って、今質問し

ているんですけれど。 

 

○與那嶺正人環境部環境整備課長 委員がおっしゃるのも、一つの有効な手段

だとは考えておりますけれども、海岸漂着物自体に塩分が混ざっていたりと

か、なかなか一気に償却するのが難しい状況もあると思います。 

 また小型焼却炉につきましては、ダイオキシン特別措置法の規制の対象にな

らないような小型の焼却炉というと、かなり焼却量が絞られていまして、焼却

にも時間がかかってしまうと。そういったマイナス、デメリットの部分もある

と考えております。 

 

○座波一委員 次に26ページ、不利性解消事業。この一括交付金を活用した

不利性解消事業が、７年度より内閣府直轄の補助金を活用したものに変わる

と。農林水産物県外出荷促進事業ということになっているわけですけれども、
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これは県としてはそのほうがいいのか。あるいはその方向性でやれば、一括交

付金という時限的なものからは解放されたというふうに考えていますか。 

 

○島袋直樹流通・加工推進課長 一括交付金の場合は県の中でも枠があります

ので、その中でうちの不利性事業は事業が大きいですし、枠を使ってしまうと

いうのはあったと思います。それで、内閣府の補助金になったおかげで安定的

な事業が続けていけるんじゃないかなと考えております。 

 

○座波一委員 一括交付金の制度から外れたということで、時限的なものもな

いと考えていいですか。 

 

○島袋直樹流通・加工推進課長 時限的っていうのは、まだ具体的には内閣府

と議論していないんですけれど。まず、今回、内閣府の補助金を始めて、また

実証事業を拡大したり、これまで単価が海上よりの単価だったんですけれど

も、これも要望があったので航空とか、海上の２つに分けています。予算全体

も昨年の19億から25億円ぐらいに拡大していますので、それを進めていっ

て、今後どう安定的な事業にするかというのは、内閣府等々と意見交換してい

きたいと思います。 

 

○座波一委員 我々も党あるいは会派で、一括交付金から外すべきだというこ

とを主張してきていたわけですよ。場合によっても、恒久的措置としてやるべ

きだというところからすると、前進しているなという感じはします。そういう

意味では、我々も今後もそれをもっともっと推進するために取り組んでいきま

すから、いい方向に行っているというふうに理解していいですね。分かりまし

た。 

 ありがとうございます。  

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

  糸数昌洋委員。  

 

○糸数昌洋委員 ８ページの離島の石油製品価格低減のための事業なんです

が、令和７年度から実施している離島のガソリンスタンド等支援事業。これは

その低減のためということになっておりますけれども、この実施状況について

まだ数か月ですけれども、反響等があれば教えてください。 
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○島袋直樹流通・加工推進課長 お答えいたします。 

 当該事業については、令和７年度から一括交付金を使って実施しておりま

す。 

 まず、昨年度までの調査の結果を踏まえまして、１ガソリンスタンド当たり

年間の負担額というのが大体80万程度ありますので、そのうちで離島特有の

経費、検査員の旅費でありますとか機材の輸送費等々がありまして、それが

17万円程度かかっています。その販売量が少ない小規模離島においては、そ

の費用負担がスタンドの経営にも影響しているということで、今回、予算措置

をさせていただいております。 

 実際、今現在、上がってきている件数はすみません。まだ始まったばっかり

なんですけれども、今３件上がってきています。これからまた申請が上がって

くるものと考えております。しっかりＰＲもしてまいりたいと考えておりま

す。 

 

○糸数昌洋委員 まだこの事業効果というか、そもそもこのガソリン価格の低

減のために行われている事業の一環でもありますので、その事業効果が出てく

るまでは、もう少し様子を見ないといけないという理解でよろしいですか。 

 

○島袋直樹流通・加工推進課長 お答えいたします。 

 委員おっしゃるとおり、そもそも価格差の要因として、規模の小さなスタン

ドでは販売量に限界があると。一方で、その経営維持をしていくためには一定

の固定費というものが発生すると。その結果、１リットル当たりのマージンの

割合が高くならざるを得ないということがありまして、そこを解決するために

ということで支援をしているものです。どの程度効果があったかというのは、

実績と価格差の状況を踏まえながら分析してまいりたいと思います。 

 以上です。 

 

○糸数昌洋委員 せっかくの事業ですので、しっかり周知も含め、よろしくお

願いしたいと思います。 

 12ページの修学支援新制度についてなんですが、この令和７年度から多子

世帯は、所得制限なく支援を受けられるということで拡充が図られてきている

という話で、前回も質疑があったかと思いますけれども、この実施状況はどん

なでしょうか。 

 

○松堂徳明総務私学課長 お答えいたします。 
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 高等教育における修学支援新制度につきましては、令和２年度から低所得者

世帯の者に対して、授業料及び入学金の減免と、あと給付型奨学金の支援が行

われているところでございます。 

 現在、沖縄県における令和６年度の専門学校生に対する授業料等の減免実績

は48校、2725人。12億1907万9000円となっております。令和６年度の専門学

校における県内の在籍者数は9786人であり、約27.8％の学生が授業料減免を

受けていることとなります。 

 また、令和６年度に専門学校において、授業料及び入学金の減免を受けてい

る離島出身者は全体で153名となっておりまして、割合は5.6％となっている

状況でございます。 

 現在、多子世帯の扶養する子どもが３名以上のものにつきましては、令和

６年度は４分の１の支援でございましたが、令和７年度はこの所得制限がなし

ということで満額になっています。この状況は、今、実施しているところでご

ざいますので、まだ取りまとめは行っていないところでございます。 

 以上でございます。 

 

○糸数昌洋委員 ぜひ、また制度の周知も含め、漏れなくしっかり受給できる

ようにお願いしたいと思います。 

 最後に20ページの新規事業でヤンバル３村の水道用水の安定供給に資する

施策の課題ですけれども。陳情の内容と、皆さんの処理概要の内容が少しはっ

きりしていないなと思って。この広域化については、推進プランに沿って検討

が行われるとありますけれども、実際、このヤンバル３村からの陳情について

は、どういう対応、方向性がございますか。 

 

○津波昭史薬務生活衛生課班長 お答えします。 

 陳情の処理概要のほうにも少し触れてありますが、現在、各圏域ごとに水道

事業広域連携検討会という会議を開催しまして、各地域の課題ですとか、要望

等を確認しているところであります。令和６年度につきましては、北部、中

部、南部、宮古、八重山圏域の計５回を実施しております。 

 今回の陳情の対象になっています北部３村につきましても、この検討会にお

きまして、今後の水道広域化のスケジュールですとか、広域化の要望が上がっ

ていたところです。ステップ１として、現在、本島周辺離島８村の水道広域化

を行っているところではありますが、今後の水道広域化につきましては、ステ

ップ１の課題等を整理するとともに、県企業局並びに現在、企業局から受水し

ている水道事業体の調整が必要になってくると考えております。 
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 県としましては、水道広域化を希望する水道事業体に対しましては個別で現

場確認ですとか、ヒアリング等を引き続き行っていくとともに、一つ一つ課題

を解決しながら、実施可能な水道広域化を順次進めてまいりたいと考えており

ます。 

 以上になります。 

 

○當間盛夫委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 瀬長美佐雄委員。 

 

○瀬長美佐雄委員 お願いします。 

 陳情第71号の５、新規の離島畜産農家への補助金等の支援を求める陳情に

ついて伺います。処理概要のまず１点目で言うと、畜産農家の経営安定を図る

ための配合飼料購入費の一部補助や子牛セリ価格下落に対する補助、優良繁殖

雌牛の更新に係る支援等を実施していると。これについての実績はどういうふ

うになっているんですか。 

 

○真喜志修畜産課長 お答えします。 

 県では畜産農家の経営安定を図るため、令和４年度から６年度まで飼料価格

高騰対策や肉用子牛価格安定対策として、約55億8000万円を予算措置してき

たところであります。また令和７年度においても、約27億1000万円を当初予

算に計上しているところです。 

 以上です。 

 

○瀬長美佐雄委員 令和７年度は予算計上したばかりですから、要するに実績

としては、順調にこの予算を執行されているというふうに理解していいのかの

確認でした。 

 

○真喜志修畜産課長 これまで配合飼料価格高騰への支援、肉子牛緊急対策事

業、子牛価格下落への支援については順調に支援されているものと認識してお

ります。 

 以上です。 

 

○瀬長美佐雄委員 令和６年８月に、配合飼料価格安定制度の見直しと予算確

保を求めるということで、何を見直せという意図なんでしょうか。 
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○真喜志修畜産課長 国の配合飼料価格安定制度につきましては、前年度の配

合飼料の価格が高騰をしたときにその補助が発動するものでありまして、もう

高値でずっと継続しているもんですから、令和４年度の末、第４四半期から発

動していない状況が続いているところでございます。 

 以上です。 

 

○瀬長美佐雄委員 発動しないので国の支援が受けられないということなの

で、発動するように見直してほしいということだと思うんですが、その見直し

はかなったのか、かなっていないのか、今現在でどうなっているんでしょう

か。 

 

○真喜志修畜産課長 現状では、制度の見直し等は行われていないと認識して

おります。 

 

○瀬長美佐雄委員 10月にも改めて、島しょ県である本県の畜産農家支援に

ついて要望したと。これについて、内容とその要望がかなったのかどうか伺い

ます。 

 

○真喜志修畜産課長 処理方針にありますように、８月に関係団体とともに行

った国への要請に加えて、令和６年10月に、島しょ県である本県の畜産業支

援について要望を行ったところであります。 

 それに対して、国は令和７年度から緊急特別対策として、肉用子牛のブロッ

ク別平均価格が発動基準価格61万円を下回った場合、沖縄県全域を含む離島

地域に従来の国の事業に上乗せする形で奨励金５万円を交付するなど、肉用子

牛価格安定対策を強化しております。また子牛価格安定対策の拡充以外にも、

和牛肉の販売促進等に関する支援の拡充、それから沖縄県全域を対象とする離

島への購買者誘致に対する支援の拡充、それから償還負担の軽減を図る制度資

金の新設等が実施されております。 

 県としましては、引き続き国の支援制度も活用しながら、本県独自の支援と

併せて、畜産農家の支援に取り組んでまいります。 

 以上です。 

 

○瀬長美佐雄委員 令和７年度に緊急特別対策が始まっていますが、その下の

ほうですね。沖縄県全域を含む離島地域に、従来の奨励金に上乗せをする形で

の奨励金を交付すると。従来どれだけの奨励金があり、今回どれだけ上乗せさ
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れたと。それは国が上乗せしたということなのか、県独自にも上乗せがあるの

かどうかの確認です。 

 

○真喜志修畜産課長 これまで肉用牛の子牛価格安定対策として国のほうで基

準価格を設けて、それを下回った場合に補填する肉用牛価格安定制度がござい

ます。それに加えて、３万円を上乗せ補助する緊急特別対策事業がございまし

て、それにプラスして、離島地域に対して５万円をさらに上乗せするというこ

とを拡充しております。 

 以上です。 

 

○瀬長美佐雄委員 確認したかったのは、国の制度として上乗せされたんです

か、それとも県が独自にやるんですか。 

 

○真喜志修畜産課長 お答えします。 

 国の補助制度になっております。 

 

○瀬長美佐雄委員 ブロック別平均価格が発動する基準があります。この基準

が発動するのが六十数万かと思いますが、最近で言うと、子牛価格が上昇傾向

にあると、現状としてはもう六十数万の価格帯での取引になっているのかなと

思います。現状がどうなのか、発動しないということで言うと、予算化された

けれども予算が執行されないということになるのか、伺います。 

 

○真喜志修畜産課長 お答えします。 

 今年度の４月から６月までのセリ価格については、60万円を超えた価格で

取引されております。現状では、発動基準価格が61万円ですので、発動する

かどうかについては今後セリの状況を取りまとめて結果が出てくるんですが、

今後もセリは続きます。どうしても今後の見通しがまだまだ見えていないとこ

ろもありますので、下がった場合にはしっかり発動していただいて、この補助

を受けることが重要だと考えています。 

 以上です。 

 

○瀬長美佐雄委員 畜産農家はこの間ずっと厳しい経営で、何とか頑張ってい

ると。さらなる支援をやっぱり求められていると思います。発動するしないに

ついて、しばらく経過を見ますが、安定的に60万を超えて発動しないという

価格帯で売れるのは希望として、ただせっかく予算を確保したということで言
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うと、年度内に執行残になりそうだという点では、別メニューで畜産農家への

支援、流用なり検討がかなうのかどうかというのはどういう状況になりそうで

すか。 

 

○真喜志修畜産課長 現在、肉用牛への支援については、肉用牛繁殖経営再興

プランを策定しまして、そのプランに基づく各種事業等施策を推進していると

ころです。委員からありました予算の活用については、こういった事業等への

活用ができるかどうかについても検討できればと考えております。 

 以上です。 

 

○當間盛夫委員長 質疑はありませんか。 

 

   （「質疑なし」と呼ぶ者あり） 

 

○當間盛夫委員長 質疑なしと認めます。 

 以上で、沖縄県の振興発展に関することに係る陳情に対する質疑を終結いた

します。 

 休憩いたします。 

 

   （休憩中に、執行部退席） 

 

○當間盛夫委員長 再開いたします。 

 次に、陳情の採決を行います。 

 陳情の採決に入ります前に、その取扱いについて御協議をお願いいたしま

す。 

 休憩いたします。 

 

   （休憩中に、議案等の採決の順序等について協議） 

 

○當間盛夫委員長 以上を踏まえまして、休憩中に、下地副委員長から陳情の

取扱いについて、御確認をお願いいたします。 

   

   （休憩中に、議案等採決区分表により協議） 

 

○當間盛夫委員長 再開いたします。 
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 次に、お諮りいたします。 

 陳情令和６年第52号外19件を継続審査とすることに御異議ありませんか。 

 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○當間盛夫委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

 次に閉会中継続審査・調査事件についてを議題といたします。 

 先ほど、閉会中継続審査・調査すべきものとして決定した陳情20件と、た

だいまお示ししました本委員会付議事件を閉会中継続審査及び調査事件とし

て、議長に申し出たいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 

○當間盛夫委員長 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

 以上で、本委員会に付託された陳情の処理は、全て終了いたしました。 

 委員の皆さん、御苦労さまでした。 

 本日の委員会は、これをもって散会いたします。 
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